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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第21期より連結財務諸表を作成しております。 

３．第21期および第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

４．第21期および第22期の株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録のため記載しておりません。 

５．平成17年５月20日付で株式１株を６株に分割しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） － 4,051,061 4,494,701 5,495,556 6,478,334 

経常利益（千円） － 148,161 404,713 569,359 786,401 

当期純利益（千円） － 136,942 454,168 342,773 437,496 

純資産額（千円） － 479,315 935,439 2,290,694 2,660,398 

総資産額（千円） － 3,349,371 3,960,993 5,098,151 7,270,860 

１株当たり純資産額（円） － 92,398.24 176,593.67 378,759.78 71,363.38 

１株当たり当期純利益金額 

（円） 
－ 26,398.55 83,818.47 57,581.05 11,403.43 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － 56,268.45 11,214.22 

自己資本比率（％） － 14.3 23.6 44.9 36.6 

自己資本利益率（％） － 33.3 64.2 21.2 17.7 

株価収益率（倍） － － － 25.0 22.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 336,412 1,758,195 711,340 1,151,735 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △635,473 △841,429 △858,678 △2,038,586 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △659,707 △152,060 434,316 932,183 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ 338,389 1,103,095 1,390,073 1,435,406 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

－ 

(－) 

294 

(－) 

292 

(－) 

317 

（ 38）

338 

( 60) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。第21期、第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

３．第20期から第22期までの株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録のため記載しておりません。

４．第22期の１株当たり配当額には、特別配当8,000円を含んでおります。  

５．第23期の１株当たり配当額には、特別配当8,000円および記念配当2,000円を含んでおります。 

６．第24期の１株当たり配当額には、特別配当2,000円を含んでおります。 

７．第21期以後の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受

けておりますが、第20期の財務諸表については、監査を受けておりません。 

８．第21期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

９．平成17年５月20日付で株式１株を６株に分割しております。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 3,240,547 3,890,958 4,323,401 5,320,432 6,278,249 

経常利益または経常損失

（△）（千円） 
△851,857 142,166 407,354 553,735 766,785 

当期純利益または当期純損失

（△）（千円） 
△859,603 135,288 457,982 334,417 427,518 

資本金（千円） 518,900 518,900 518,900 960,900 992,225 

発行済株式総数（株） 5,187.5 5,187.5 5,187.5 5,987.5 36,999 

純資産額（千円） 318,472 451,925 911,863 2,258,762 2,618,488 

総資産額（千円） 3,746,818 3,207,182 3,843,267 4,929,777 7,080,719 

１株当たり純資産額（円） 61,392.22 87,118.16 172,048.91 373,426.67 70,230.34 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

18,000.00 

(－) 

20,000.00 

(－) 

4,000.00 

(－) 

１株当たり当期純利益金額ま

たは１株当たり当期純損失金

額（△）（円） 

△165,706.71 26,079.66 84,553.77 56,077.00 11,130.86 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － 54,798.69 10,946.17 

自己資本比率（％） 8.5 14.1 23.7 45.8 37.0 

自己資本利益率（％） △112.8 35.1 67.2 21.1 17.5 

株価収益率（倍） － － － 25.7 22.8 

配当性向（％） － － 21.3 35.7 35.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

343 

(－) 

284 

(－) 

284 

(－) 

308 

（ 34）

327 

( 57) 



２【沿革】 

(注)平成18年６月に、岩手県盛岡市盛岡駅西通２丁目に本社社屋を建設・移転しております。 

年月 事項 

昭和58年６月 コンピュータ関連製品の販売を目的として、岩手県二戸郡一戸町に株式会社ワイズマンを設立 

昭和61年３月 森林組合向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

昭和63年１月 岩手県二戸市に本社を移転 

平成２年６月 社会福祉法人向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

平成３年10月 老人保健施設向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

平成４年10月 自治体向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

平成６年10月 ケアプラン作成支援システムを開発、販売を開始 

平成７年８月 訪問看護ステーション向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

平成８年４月 保健福祉部を独立させ株式会社ワイズマンコンサルティングを岩手県盛岡市に設立 

５月 在宅介護支援センター向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

10月 岩手県盛岡市菜園１丁目に本社を移転 

平成９年４月 病院・診療所向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

12月 ホームヘルプサービス向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

12月 岩手県盛岡市盛岡駅西通２丁目に本社を移転 

平成11年１月 デイサービス向けパッケージソフトを開発、販売を開始 

４月 株式会社ワイズマンコンサルティング（現連結子会社）の株式を全株取得し100％子会社とする 

８月 老人デイ・ケア管理システムを開発、販売を開始 

９月 在宅ケアマネジメント支援システムを開発、販売を開始 

平成12年１月 介護保険対応施設系・在宅系システムを開発、販売を開始 

10月 看護介護情報システムを開発、販売を開始 

平成14年３月 介護予防プラン支援システムを開発、販売を開始 

８月 インターネット情報連携システム「トベッキー」を開発、販売を開始 

10月 電子カルテシステムＥＲを開発、販売を開始 

平成15年３月 障害者施設支援・居宅サービス支援システムを開発、販売を開始 

３月 リハビリ管理システムを開発、販売を開始 

12月 顧客向けシステム情報検索ウェブサイト「レスキュープラザ」を運用開始 

平成16年２月 デイサービス介護情報システムを開発、販売を開始 

10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年８月 福祉情報システムのＡＳＰサービス開始 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社および連結子会社である㈱ワイズマンコンサルティングで構成され、ソフトウェア事業およ

びコンサルティング事業を展開しております。 

 当社グループの事業区分別の内容と各社の位置付けは次のとおりであります。 

１．ソフトウェア事業として企画開発および販売を行っているソフトウェアについて、品目別に区分すると次のとお

りであります。 

(1）福祉情報システム 

 福祉情報システムは、介護老人保健施設（※1）や介護老人福祉施設（※2）を中心とする施設サービス事業

者、および訪問看護ステーション（※3）や居宅介護支援事業所（※4）を中心とする居宅サービス事業者を対象

としたパッケージシステムの企画開発および販売を行っております。 

 主なソフトウェアは次のとおりであります。 

事業区分 主たる事業内容 会社名 

ソフトウェア事業 

全国の保健・医療・福祉の各施設業

務をサポートする業務用ソフトウェ

アの企画開発および販売 

㈱ワイズマン 

コンサルティング事業 

地方自治体の保健福祉分野等におけ

る各種調査・事業計画策定のコンサ

ルティング 

㈱ワイズマンコンサルティング 

ソフトウェア名 システムの主な特徴 システムの主な利用先 

介護老人保健施設管理システム 
利用者の体調やADL（※5）、食事状

況、ケア項目の実施状況等の管理、

利用料および介護報酬請求等の各種

業務の軽減と迅速化を目的としたソ

フトウェアであります。 

介護老人保健施設、介護老人福祉施

設などの施設サービス事業者 

介護老人福祉施設管理システム 

施設ケアマネジメント支援システム 

要介護認定の調査・申請代行、施設

サービス計画（※6）の作成、施設サ

ービス計画の実施評価、バーコード

による介護記録等施設内のケアマネ

ジメント業務を総合的に支援するこ

とを目的としたソフトウェアであり

ます。 

施設介護情報システム 

在宅ケアマネジメント支援システム 

ケアプラン（※7）の作成、支給限度

額管理、給付管理、サービス利用

票・提供票等の作成や介護給付費の

請求といった介護支援専門員（※8）

が行う業務を総合的に支援すること

を目的としたソフトウェアでありま

す。 

訪問看護ステーション、デイサービ

スセンター、居宅介護支援事業所な

どの居宅サービス事業者・居宅介護

支援事業者 

訪問看護ステーション管理システム 

看護計画書および報告書の作成や、

利用者に係る看護記録といった各種

情報管理、利用料や介護報酬の請求

等の事務処理負担を軽減することを

目的としたソフトウェアでありま

す。 

 



 当社は、永年にわたり、福祉システム市場分野に関して積み上げてきた業務知識やノウハウと共に、多種多様

な事業者に対する高品質なシステムの企画開発により、総合的な提案を可能としていることに加えて、納品時に

システムの操作説明を万全に行うことや、システムメンテナンスのための人材を全国に配備してアフターサポー

トを充実させることなどにより、福祉システム市場において、競争優位性を有しているものと考えております。

 また、平成18年4月の介護保険制度の抜本改正により、介護予防給付や地域支援事業を軸とした自治体と介護

サービス事業者との連携強化ならびに地域密着型のサービス拠点の整備に伴うシステム追加および事業所間連携

の強化など、福祉サービス事業者は、より一層の経営効率化・適正化が求められる状況となってまいりました。

当社が有する顧客資産およびノウハウを有効活用することで、より価値の高いシステムソリューションの提供を

図ることができます。 

(2）医療情報システム 

 医療情報システムは、病院と診療所を対象とし、患者の基本情報から診療録、各種指示箋などの情報の管理や

運用、診療報酬請求などの各種業務の効率化を目的としております。 

 医療施設は医療制度改革の中でさらなる業務の効率化を求められ、また患者の評価を受けることにより、競争

の時代に入っております。当システムは院内情報をデータベースで一元管理することにより、診療情報の共有化

をはかり、患者サービス向上につなげ、医療施設の業務効率化を支援するシステムであります。 

 主なソフトウェアは次のとおりであります。 

ソフトウェア名 システムの主な特徴 システムの主な利用先 

デイサービス管理システム 

通所介護計画の作成や、サービス利

用予定、利用の実績管理、介護給付

費の請求管理等の事務処理負担を軽

減することを目的としたソフトウェ

アであります。 

デイサービスセンター、居宅介護支

援事業所などの居宅サービス事業

者・居宅介護支援事業者 

障害者施設支援システム 
利用者への請求、入金管理、市町村

への支援費の請求業務および居宅サ

ービスの予定・実績管理等の事務処

理負担を軽減することを目的とした

ソフトウェアであります。 

障害者サービス事業者 

障害者居宅サービス支援システム 

ソフトウェア名 システムの主な特徴 システムの主な利用先 

メディカル介護システム 

医療施設で行われる介護保険サービ

スの請求や介護療養病床のベッド管

理が可能で、介護報酬請求における

事務処理負担を軽減することを目的

としたソフトウェアであります。 

病院および診療所 

医療事務管理システム 

外来・入院患者のレセプト（診療報

酬明細書）や一部負担金の請求書の

発行、管理帳票として日報や月報な

どの作成が可能で、医療事務におけ

る事務処理負担を軽減することを目

的としたソフトウェアであります。 

電子カルテシステムＥＲ 

電子カルテとオーダリングの機能を

もったトータル診療支援システムで

あり、基本台帳・病歴・カルテ情

報・薬歴・検査結果・入退院情報な

どを共通のデータベースで一元管理

し、入力された情報は各部門にリア

ルタイムに伝達され、円滑なワーク

フローを実現します。診療情報を管

理し、迅速かつ正確な診療の支援を

目的としたソフトウェアでありま

す。 



２．コンサルティング事業 

 当社グループのコンサルティング事業は、地方自治体の保健福祉分野などにおける各種調査・事業計画策定のコ

ンサルティング事業を行っております。具体的には、地方自治体が進める高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉およ

び少子化対策などの保健福祉政策を中心に、行政評価制度構築支援など地方行政全般に対するコンサルティングを

行っております。 

＜用語解説＞ 

※1：介護老人保健施設 

 要介護者に対して、施設サービス計画に基づき①看護②医学的管理下での介護③機能訓練等に必要な

医療④日常生活の世話を行うことを目的とした施設であります。入所対象は、病状が比較的安定期にあ

り①～③のサービスを必要とする要介護者で、在宅生活への復帰を目指してサービスが提供されます。 

※2：介護老人福祉施設 

 要介護者に対して施設サービス計画に基づき①入浴・排泄・食事等の介護等や日常生活の世話②機能

訓練③健康管理④療養上の世話を行うことを目的とした施設であります。入所対象は、身体上・精神上

著しい障害があるため常時介護を必要とし、在宅介護が困難な要介護者であります。 

※3：訪問看護ステーション（訪問看護事業所） 

 訪問看護ステーションや病院・診療所の看護師等が、自宅を訪問して療養上の世話や必要な診療の補

助を行います。対象は、病状が安定期にあり訪問看護が必要と主治医が認めた要介護者などでありま

す。 

※4：居宅介護支援事業所 

 介護保険のサービスを希望する方に対して、認定申請の手続きや更新の代行を行います。また要支

援・要介護認定を受けられた方に対しては、個別のケアプランを作成し、サービス提供事業者との連

絡・調整を行います。更にケアプランに基づいたサービス提供が行われているか状況を把握し、給付の

管理を行います。 

※5：ADL（Activities of Daily Living） 

 人間が毎日の生活を送るための基本的動作のことであります。具体的には、身の回りの動作（食事、

更衣、整容、トイレ、入浴）、移動動作であります。 

※6：施設サービス計画 

 介護老人保健施設、介護老人福祉施設および介護療養型医療施設の３つの施設で個別に作成し、連携

してケアに当たるための介護サービス計画であります。 

※7：ケアプラン（介護サービス計画） 

 利用者のニーズに合わせた適切なサービスが提供されるように、ケアマネジャーが中心となり作成さ

れる介護サービス計画であります。 

※8：介護支援専門員（ケアマネジャー） 

 都道府県知事などが行う介護支援専門員実務研修受講試験に合格し、かつ、介護支援専門員実務研修

を修了し、修了した旨の証明書の交付を受けた者を指します。ケアマネジャーは、利用者と社会資源を

結び付け、関係機関・施設との連携など、生活が困難な利用者が必要とする保健・医療・福祉サービス

の調整を図り、利用者が自立した日常生活を営むために必要な援助に関する専門的な知識を有します。

ケアマネジャーの主な業務はケアプラン（介護サービス計画）の作成であります。 



［事業系統図］ 

 事業系統図は次のとおりであります。 

  当社は、パッケージソフトウェアの企画開発および販売を行っております。当社の販売形態としては、各保健福祉施

設等のユーザーに当社が直接販売する形態と、販売代理店を経由して販売する形態があります。なお、平成17年８月か

ら福祉情報システムのASP方式によるサービスを開始しております。また、販売代理店を経由して販売した場合の保守

サービスなどのアフターフォローは、直接販売と同様に当社社員が直接対応しております。 

 子会社である㈱ワイズマンコンサルティングは、地方自治体と直接取引しております。 

 当社グループの本社および支店は次のとおりであります。 

株式会社ワイズマン 

本   社  岩手県盛岡市 

福祉営業部 

札幌支店・盛岡支店・仙台支店・宇都宮支店・千葉支店・東京支店・横浜支店 

長岡支店・金沢支店・中部支店(岐阜県)・京都支店・大阪支店・岡山支店・松山支店 

広島支店・九州支店(福岡県) 

医療営業部 

盛岡メディカル支店・東京メディカル支店・中部メディカル支店(岐阜県) 

大阪メディカル支店・福岡メディカル支店 

子会社 

株式会社ワイズマンコンサルティング 

本   社  岩手県盛岡市 

支   店  盛岡支店・さいたま支店・岡山支店・九州支店(福岡県) 



４【関係会社の状況】 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 ワイズマン労働組合が結成されており、平成18年３月31日現在における組合員数は102人であります。なお労使

関係は安定しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

連結子会社           

㈱ワイズマンコンサ

ルティング 
岩手県盛岡市 10,000 

コンサルティング

事業 
100 役員の兼任 ３名 

  平成18年３月31日現在

事業区分 従業員数（人） 

ソフトウェア事業 327 [ 57]  

コンサルティング事業 11 [  3]  

合計 338 [ 60]  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

327 [ 57] 34.0 5.2 4,603,191 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の緩やかな増加や、企業収益の改善および設備投資の増加等、

景気回復傾向が続いております。 

当社グループはソフトウェア事業（福祉情報システムおよび医療情報システム）とコンサルティング事業を展開

しております。福祉情報システム市場を取り巻く環境といたしましては、平成12年４月に介護保険制度が発足して

から初めての大幅な変更となる改正介護保険法が成立いたしました。改正の主な内容は、予防重視型システム

（※）への転換、施設給付の抑制、新たなサービス体系の確立などであります。一部の改正の内容は、平成17年10

月から実施されておりますが、大部分は平成18年４月から施行となっております。新たなサービス体系としては、

在宅でのサービスが受け易い「地域密着型サービス」が創設されるなど、より幅広いサービスの提供に伴い、福祉

サービス事業者は、より一層の経営の効率化・適正化が求められる状況となってまいりました。 

医療情報システム市場を取り巻く環境といたしましては、平成17年10月に医療制度構造改革試案が厚生労働省よ

り発表され、そこでは医療費の増大を抑制するため、生活習慣病の予防の徹底と平均在院日数の短縮が中長期的計

画として盛り込まれ、短期的な対策として療養病床での居住費・食費の負担引き上げや、高齢者の患者負担の見直

しなどが盛り込まれております。また医療区分やADL区分による新しい慢性期入院医療の包括評価の導入も視野に

入れられており、医療機関は急性期から慢性期まで、すべての面で新しい取組みを求められております。 

 このような環境のなか、当社では、「よりよいシステム」、「よりよいサポート」、「利益体質の追求」を念頭

に置いて事業運営を行い、改正介護保険法の施行に向けて、体制の充実、迅速かつ確実な制度改正対応に全社一丸

となって取組んでまいりました。さらに、平成17年８月から開始したASP方式によるサービス提供を開始し、当社

既存ユーザーを中心に移行を進めてまいりました。また、「電子カルテシステムER」の商品力向上、組織力の強化

と個人のスキルアップに努めて営業体制の整備に取組んでまいりました。 

以上の結果、当連結会計期間の業績は、売上高6,478百万円（前期比17.9％増加）となりました。なお、新規シ

ステムの開発により研究開発費などの販売費及び一般管理費が前年同期に比べ増加しましたが、それを上回る売上

高の増加により経常利益786百万円（前期比38.1％増加）となり、売上高、経常利益ともに過去最高となりまし

た。また、当社の新社屋への移転に伴う臨時償却費を特別損失として計上し、当期純利益は437百万円（前期比

27.6％増加）となりました。 

事業区分別の業績は、以下のとおりです。 

① ソフトウェア事業 

 福祉情報システム事業におきましては、「在宅ケアマネジメント支援システム」を主力システムとして、新規施

設、他社ユーザーおよび居宅サービス事業者などに対しての販売に注力するとともに、改正介護保険に対応した新

たなシステムである「地域包括支援センター支援システム」の販売を開始いたしました。また、販売代理店を活用

した営業活動を推進した結果、ハードウエアなどの商品売上高については前期に比べ減少いたしましたが、製品売

上高は前期に比べ増加いたしました。また、顧客数の増加および改正介護保険法に対応したシステムの入替えによ

り顧客サービス売上の中心を占める保守売上の増加が顕著でありました。 

  医療情報システム事業におきましては、「電子カルテシステムER」の改訂版を平成18年１月に販売を開始し、ま

た、平成18年３月には看護部門向けシステムとして「病棟看護支援システム」の販売を開始するなど商品力向上に

取組んでまいりましたが、売上面では、十分な成果に結びつけることができませんでした。 

 以上の結果、ソフトウェア事業の売上高は6,278百万円（前期比18.0％増加）となりました。 

 ② コンサルティング事業 

 コンサルティング事業におきましては、平成17年度中に全市町村において改定が義務付けられていた「高齢者 

保健福祉計画」、「介護保険事業計画」の策定に関する業務を中心に営業活動を展開してまいりました。 

  以上の結果、コンサルティング事業の売上高は200百万円（前期比14.3％増加）となりました。 

 ＜用語解説＞ 

  ※：予防重視型システム 

高齢者の心身機能、活動、参加といった生活機能の低下を予防し要介護状態に陥らない、自立した生

活を支援するシステム 



(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、45百万

円増加し、当連結会計年度末では1,435百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は、1,151百万円（前連結会計年度に比べ440百万円増加）となりました。これは

主に、売上債権の増加額634百万円、法人税等の支払額306百万円により資金が減少したものの、税金等調整前当

期純利益774百万円、減価償却費850百万円、前受収益の増加額304百万円等により資金が増加した結果でありま

す。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は、2,038百万円（前連結会計年度に比べ1,179百万円増加）となりました。その

主な要因は、本社社屋建設に伴う工事代金の支払および土地の取得を主な内容とする有形固定資産の取得による

支出1,114百万円、電子カルテシステムER、医療事務管理システム、介護老人保健施設管理システム等の開発によ

る無形固定資産（ソフトウェア、ソフトウェア仮勘定）の取得による支出980百万円であります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は、932百万円（前連結会計年度に比べ497百万円増加）となりました。これは主

に、長期借入金の返済による支出231百万円、配当金の支払額118百万円があった一方で、長期借入れによる収入

1,200百万円により資金が増加した結果であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当連結会計年度の生産実績をソフトウェアの品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は開発原価によっております。 

２．当社グループのコンサルティング事業はサービス業務であるため、生産実績は記載しておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．当社グループのコンサルティング事業はサービス業務であるため、仕入実績は記載しておりません。 

    ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)受注状況 

  当社グループは受注生産を行っていないため、該当事項はありません。 

品 目  金 額（千円）  前期比（％） 

福祉情報システム 577,341 ＋65.6   

医療情報システム 394,487 ＋3.0   

その他システム 493 ＋38.2   

合 計 972,323 ＋32.8   

品 目 金 額（千円）   前期比（％） 

情報処理機器 646,901 △13.3   

外製ソフト 315,052 △8.1   

専用帳票 6,851 △22.8   

その他 6,153 △79.3   

合 計 974,958 △13.5   



(4)販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業区分および品目ないしサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．品目ないしサービスの主な内容は次のとおりであります。 

    ・製    品・・・自社開発のパッケージソフト 

  ・顧客サービス・・・操作説明料、保守料 

  ・商    品・・・パソコンなど仕入商品 

 なお、うち書きしているネットワークサービスは、平成17年8月から開始したASP方式による売上であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業区分および品目ないしサービス 金 額（千円）  前期比（％） 

福祉情報システム 1,948,198 ＋19.6   

  (うちネットワークサービス) (591,204) （－）   

医療情報システム 124,186 △4.6   

  (うちネットワークサービス) (4,277) （－）   

その他システム 571 △79.8   

 製品計 2,072,956 ＋17.6   

  (うちネットワークサービス) (595,482) （－）   

顧客サービス 3,039,070 ＋38.4   

  (うちネットワークサービス) (134,877) （－）   

商品 1,166,222 △14.4   

ソフトウェア事業計 6,278,249 ＋18.0   

コンサルティング事業 200,084 ＋14.3   

合 計 6,478,334 ＋17.9   



３【対処すべき課題】 

  わが国の高齢化は年々進み、保健・医療・福祉に関する問題の解決は、国にとって最重要課題の一つでありま

す。 

たとえば、一般に、総人口に占める65歳以上人口の割合が7％を超えると「高齢化社会」、14％を超えると「高齢

社会」と呼ばれますが、この「高齢化社会」から「高齢社会」への移行に要した時間を比較すると、他の先進諸国

が概ね50年から100年程度の時間をかけて移行したのに対して、我が国は24年という他国に類を見ないスピードで移

行し、今後もさらに高齢化が急速に進んでいくことが見込まれています。厚生労働省は、この課題に対し、平成15

年５月から、介護保険制度の見直しに向けた検討を行ってまいりました。これを踏まえ、平成17年10月から施設給

付の見直しが行われました。また、平成18年４月には予防重視型システムへの転換、新たなサービス体系の確立な

ど大幅に見直された改正介護保険法が施行されております。福祉サービス事業者は、この改正により、「サービス

の質の確保・向上」が課題となり、経営の効率化・適正化がより一層求められる状況となってまいりました。 

一方、医療分野におきましては、厚生労働省から第164回通常国会に「健康保険法等の一部を改正する法律案」が

提出され、改正の趣旨として「医療保険制度の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を保持するため、医療費適正

化の総合的な推進、新たな高齢者医療制度の創設、保険者の再編・統合等の措置を講じること。」とされておりま

す。医療費の増大を抑制するため、生活習慣病の予防の徹底と平均在院日数の短縮が中長期的計画として盛り込ま

れ、短期的な対策として療養病床での居住費・食費の負担引き上げや、高齢者の患者負担の見直しなどが盛り込ま

れております。医療機関は医療の質の向上・効率化への取組が求められております。 

当社グループは、このような環境のなか、さらに医療と福祉の分野に特化したコンピュータシステムの提供によ

り、社会に貢献し成長を続けていくため、以下に示すことが課題とその対処方法であると考えております。 

 （1）経営機能の強化 

当社を取り巻く環境と自社の現状をタイムリーに高い精度で把握・分析し、スピーディーに対応することが課

題であります。その対処方法として、「経営戦略会議」および「戦略企画課」を設置し、常に戦略戦術の見直し

を進めてまいります。 

また、売上高の伸び率が低下する場面でも利益を最大限に確保することが課題であり、そのために経営企画部

を中心にさらに利益管理を充実させ、投資のコントロールおよび経費の削減を進めてまいります。 

 （2）商品・サービスの提供力の向上 

市場におけるコンピュータシステムへのニーズは多様であり、また常に変化を続けております。このニーズに

迅速かつ的確に応えることが課題であります。その対処方法として、医療・福祉の現場の声を重視し、積極的に

システムの改良に取組み、常に「よりよいシステム」と「よりよいサポート」の実現を目指してまいります。 

特に、福祉情報システム事業におきましては、ASP方式よる顧客に安価で便利なシステムの利用環境の提供を推

進し、福祉サービスの質の向上を通して社会貢献を目指しております。 

 （3）医療情報システム分野の成長 

当社は、これまで福祉分野において高い評価をいただき、大きな実績を積み上げてまいりました。さらなる事

業規模拡大のため、これら福祉分野での評価と実績を医療の分野で有効に活用していくことが課題であります。

その対処方法として、福祉情報システムを使用する介護老人保健施設や訪問看護ステーションなどの経営主体

は、診療所や病院を併設する医療法人が大半であります。そのために当社のユーザーが経営する高齢者医療を主

とする病院に対し、優先的に営業展開を進めてまいります。 

  （4）ASPサービス事業の成長 

当社の主要顧客である福祉サービス事業者のコンピュータシステムに対する需要は、事業年度末である３月に

かけて増加する傾向にあるため、当社グループの売上高は下期に偏重する傾向があり、それを平準化することが

課題であります。その対処方法として、平成17年８月からASP方式により、月額料金制を開始しております。当該

サービスを推進することにより、年間を通じて安定した収益確保に取組んでまいります。 

  （5）人材の確保  

激化する他社との競争に勝ち続けるためには、優秀な人材を採用・教育していくことが課題であり、そのため

に、教育・研修制度の充実や社員の能力と意欲を高める人事制度を構築するとともに、管理職のレベルアップお

よびスペシャリストの育成などに取組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項としては、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

１．業績等の推移について 

（１）業績の推移 

 当社グループの主たる事業であるソフトウェア事業の内容は、福祉事業者向けおよび医療機関向けの業務用パッ

ケージソフトウェアの企画開発・販売であります。 

当社グループのソフトウェア事業が対象とする福祉情報システム市場および医療情報システム市場は、介護保険

法等の関係諸法令の改正などにより、福祉サービス事業者や医療機関等の業務用ソフトウェアに対する需要が大き

く変動します。当社グループおよび当社個別の業績の推移は、下表のとおりであります。 

当社の過年度における業績は、平成15年３月期については、平成15年４月に障害者福祉に係るサービスが措置費

制度（地方自治体が定めたサービスを障害者に対して提供し、費用を負担する制度）から支援費制度（障害者が必

要とするサービスを自ら選び、サービスに要した費用をサービス内容に応じて地方自治体が負担する制度）に改正

されたことに伴って、障害者施設向けや障害者居宅サービス事業者向けのコンピュータシステムに対する需要が増

加したことや、介護保険制度の変更が行われたことによるソフトウェア販売の増加が主な要因となり、売上高は前

期比20.1％増加の3,890,958千円となりました。売上高の増加に加えて、人員の削減による人件費の減少が主な要

因となり売上総利益が増加するとともに販売費及び一般管理費が減少したことにより、経常利益は142,166千円、

当期純利益は135,288千円となりました。 

平成16年３月期については、前期に引き続き障害者福祉に係る制度変更に伴うコンピュータシステムに対する需

要が堅調であったことや介護保険関連事業者数や居宅サービス事業者数の増加に伴って福祉情報システムに対する

需要が増加したことを受けて、売上高は前期比11.1％増加の4,323,401千円となりました。売上高の増加により、

経常利益は前期比186.5％増加の407,354千円となりました。当期純利益は、繰延税金資産を241,322千円認識した

ことなどにより前期比238.5％増加の457,982千円となりました。なお、当該期に資本の欠損を解消しております。

平成17年３月期については、居宅系介護サービス事業者の事業拡大に伴い、「在宅ケアマネジメント支援システ

ム」の販売が伸びたことなどにより、売上高は前期比23.1％増加の5,320,432千円となり、販売費及び一般管理費

は前期比増加しましたが、それを上回る売上高の増加により経常利益は前期比35.9％増加の553,735千円となりま

した。当期純利益は、前期比27.0％減少の334,417千円となりましたが、この主な要因は前期における税効果会計

の影響であり、一過性のものであります。前期は、税効果会計処理により繰延税金資産を再認識した結果、税金費

用が実質マイナスとなり当期純利益を増やす現象が一時的に生じたことによります。 

  平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

連結経営指標等         

売上高（千円） 4,051,061 4,494,701 5,495,556 6,478,334 

経常利益（千円） 148,161 404,713 569,359 786,401 

当期純利益（千円） 136,942 454,168 342,773 437,496 

純資産額（千円） 479,315 935,439 2,290,694 2,660,398 

総資産額（千円） 3,349,371 3,960,993 5,098,151 7,270,860 

当社の経営指標等         

売上高（千円） 3,890,958 4,323,401 5,320,432 6,278,249 

経常利益（千円） 142,166 407,354 553,735 766,785 

当期純利益（千円） 135,288 457,982 334,417 427,518 

純資産額（千円） 451,925 911,863 2,258,762 2,618,488 

総資産額（千円） 3,207,182 3,843,267 4,929,777 7,080,719 



平成18年３月期については、「在宅ケアマネジメント支援システム」を主力システムとして、新規施設、他社ユ

ーザーおよび居宅サービス事業者などに対しての販売に注力するとともに、改正介護保険に対応した新たなシステ

ムである「地域包括支援センター支援システム」の販売を開始いたしました。また、顧客数の増加および改正介護

保険法に対応したシステムの入替えにより顧客サービス売上の中心を占める保守売上の増加が顕著でありました。

売上高は前期比18.0％増加の6,278,249千円、経常利益は前期比38.5％増加の766,785千円となり、売上高、経常利

益ともに過去最高となりました。当期純利益は前期比27.8％増加の427,518千円となりました。 

上記のとおり、当社グループのソフトウェア事業に係る福祉・医療に関する法制度改正により、福祉・医療情報

システム市場の需要が変動することを通して、当社グループの販売計画および財政状態ならびに経営成績に影響を

及ぼしております。 

（２）業績の下期偏重傾向 

当社グループソフトウェア事業の主要顧客である福祉サービス事業者向けコンピュータシステムに対する需要

は、事業年度末である３月にかけて増加する傾向にあるため、当社グループの売上高、利益とも、下期に偏重する

傾向があります。このような傾向に起因して、３月にかけての売上高が増加することに伴って売掛金残高が著しく

増加した場合には、当該連結会計年度の営業キャッシュ・フローが悪化する可能性があります。 

  また、改正介護保険制度等が、新年度である４月から施行される場合には、改正された制度に対応したソフトウ

ェアを、４月までに導入する必要が生じることから、下期に偏重する傾向がより顕著となります。 

当社個別の過去４期間における上期・下期別の売上高および売上総利益並びに営業利益は、下表のとおりであ

り、下期に偏重する傾向となっております。なお、平成16年３月期においては、既存顧客に対するシステムの追加

導入が上期において例年以上に増加したことに加え、平成15年４月に実施された障害者福祉に係る制度変更に伴う

コンピュータシステムに対する需要が改正施行後も継続したことから、売上高および売上総利益については上期・

下期に偏重がなく、営業利益は上期に偏重しております。 

当社グループは、ソフトウェア事業の福祉情報システムにおいて、顧客の利便性向上を主目的として、平成17年

８月からASPサービスを開始しております。当該サービスは主に月額利用料金を顧客から徴収する形態であること

から、年間を通じて安定した収益を確保することに寄与し、中長期的には業績の下期偏重傾向は解消するものと考

えております。 

２．福祉および医療に係る政府の政策や関係諸法令による当社グループ事業への影響について 

 当社グループが対象とする福祉業界および医療業界に係る政府の政策や関係諸法令は、当該業界の動向に影響を

与えるものであり、当社グループの主体であるソフトウェア事業は、この影響を大きく受けます。  

当社グループは、政府の政策や関係諸法令に関連する情報を速やかに収集・分析し、分析した結果を経営戦略会

議などにて活用して、経営方針や営業方針、ソフトウェア開発等の見直しを迅速に行える体制をとることにより、

政府の政策変更や関係諸法令の改正による当社グループの事業に対する影響を最小限に抑えております。 

しかし、介護報酬や診療報酬の大幅な引き下げなど、関連する制度の変更により福祉サービス事業者や医療機関

の経営が圧迫された場合、その影響がコンピュータシステムなどの設備投資の減退となって、当社グループの財政

状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、関係諸法令の制定あるいは改正に伴って、既存のソフトウェアの改良が必要となりますが、改良したソフ

トウェアの品質や納期において顧客の要望に応えることができなかった場合には、当社のソフトウェアに対する需

要が減退するなどして、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 売上高(千円） 売上総利益（千円） 営業利益又は営業損失（△）（千円） 

上期 下期 通期 上期 下期 通期 上期 下期 通期 

平成15年3月期 

1,436,912 2,454,045 3,890,958 393,117 1,206,433 1,599,550 △312,603 464,006 151,403 

(36.9%) (63.1%) (100.0%) (24.6%) (75.4%) (100.0%) (△206.5%) (306.5%) (100.0%)

平成16年3月期 

2,161,959 2,161,442 4,323,401 936,538 895,989 1,832,528 273,731 141,132 414,863 

(50.0%) (50.0%) (100.0%) (51.1%) (48.9%) (100.0%) (66.0%) (34.0%) (100.0%)

平成17年3月期 

2,349,226 2,971,205 5,320,432 1,013,392 1,349,716 2,363,109 190,789 375,517 566,307 

(44.2%) (55.8%) (100.0%) (42.9%) (57.1%) (100.0%) (33.7%) (66.3%) (100.0%)

平成18年3月期 

2,387,066 3,891,183 6,278,249 771,337 1,965,235 2,736,573 △187,263 957,629 770,366 

(38.0%) (62.0%) (100.0%) (28.1%) (71.9%) (100.0%) (△24.3%) (124.3%) (100.0%)



３．福祉情報システムに係る市場の動向および競合の状況について 

 当社グループのソフトウェア事業の福祉情報システム分野に係る市場の動向について、当該事業における販売先

である福祉事業者の施設数および事業所数の推移状況は、介護保険施設の新規開設数の増加が低調に推移している

一方で、居宅サービス事業所数は増加を続けており、全体としてはかつての急成長から安定的成長へと推移してお

ります。しかしながら、安定的な成長のなかで、居宅サービス事業所において民間事業者の参入が伸びており、業

務システム導入に対するコスト意識の高まりから、競合の激化・販売価格の低下といった傾向が見られます。ま

た、介護保険法の改正に伴い、小規模多機能・地域密着型のサービス拠点の整備に伴う拠点あたり規模の小型化に

よる販売単価の低下などが予測されます。 

このような状況の中、当社グループは、これまでに獲得した多数の顧客の評価と知名度、システムとサポートの

優位性などを活かすとともに、ASPサービスによる付加価値の提供を通じて、さらなるシェアの拡大と価格競争に

陥らないような商品競争力の向上を図ってまいります。 

 しかしながら、想定以上に競合が激化し、価格競争に陥るような事態に至った場合などには、売上高の減少や費

用の増加により、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 最近３ヵ年の介護保険施設数および居宅サービス事業所数の推移は、次のとおりであります。 

※ 介護保険施設、居宅サービス事業所および居宅介護支援事業所はワムネット（独立行政法人 福祉医療機構が 

 運営する、福祉保健医療関連の情報を提供するための総合的な情報ネットワークシステム）の介護事業者情報に 

 基づいた各年３月末日現在の事業所数であります。 

４．新しいビジネスモデルであるASPサービスについて 

当社グループは、主力事業であるソフトウェア事業において、福祉情報システムをASP方式によって提供する業

務を平成17年８月から開始しております。当社はASPサービスによって、福祉サービス事業者が福祉情報システム

を導入する際の初期費用を軽減できることや、サポートサービスの迅速化、バージョンアップに伴う作業負担の軽

減等を実現することができることにより、当社の福祉情報システムの利便性が向上するとともに他社との差別化に

寄与するものと考えております。 

このASP方式によるサービス提供には多大な初期投資を必要とするため、投資コストの早期回収に向けては、よ

り多くの福祉サービス事業者にASP方式を提供する必要があると認識しておりますが、当社においては、すでに福

祉情報システム分野に係る市場において多数の顧客を有していることから、新規の顧客開拓が低調に推移したとし

てもこれらの既存顧客を順次ASP方式に切り替えていく営業展開により、このスケールメリットを活かして早期に

投資コストを回収することができると考えております。 

しかしながら、計画どおりに既存顧客のASP方式への切り替えが進まない場合、また、自然災害や事故などによ

って、現段階で予測不可能な事由により当該サービスの提供ができなくなった場合などには、当社グループの事業

計画および財政状態ならびに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
  平成15年度

増加率 
(％) 

平成16年度
増加率 
(％) 

平成17年度  
増加率 
(％)  

介護保険施設 介護老人福祉施設 5,169 4.4 5,420 4.9 5,668 4.6 

介護老人保健施設 3,065 4.6 3,224 5.2 3,346 3.8 

居宅サービス事業所 訪問介護 20,636 18.2 24,563 19.0 26,558 8.1 

訪問入浴介護 2,948 2.1 2,946 △0.1 2,837 △3.7 

通所介護 13,820 19.9 16,899 22.3 19,839 17.4 

福祉用具貸与 7,858 14.3 8,671 10.3 9,044 4.3 

認知対応型共同生活介護 4,585 61.9 6,448 40.6 8,026 24.5 

居宅介護支援事業所 27,282 8.6 30,163 10.6 31,961 6.0 



５．電子カルテを中心とする医療情報システム分野の拡大について 

（１）医療情報システム市場の動向 

医療情報システム市場については、政府が平成18年１月に策定した「IT新改革戦略」において、「今後のIT政策

の重点」の中で、「医療・健康・介護・福祉分野全般にわたり有機的かつ効果的に情報化を推進する」目標を掲げ

ております。特に医療分野においては、医科・歯科・調剤レセプトの完全オンライン化を遅くとも平成23年度初め

から原則として全てのレセプトについてオンラインで提出および受領しなければならないとしており、また、医療

情報化インフラの整備として、電子カルテを200床以上の医療機関のほとんどに導入し、（400床以上は平成20年度

まで、400床未満は平成22年度まで）業務の効率化、医療安全および診療情報の提供を実現するとしております。

これらのことを背景にして、今後、医療情報システム市場は拡大すると予測されております。 

このような背景に加えて、当社の主力販売先である介護老人保健施設や訪問看護ステーションの運営母体である

医療法人の多くが病院や診療所を併設して運営している実態があることから、医療の情報化に係る需要を取り込む

ことを目的として、「電子カルテシステムER」や「医療事務管理システム」を中心とする医療情報システム分野に

注力し、福祉情報システム分野に並ぶ事業分野とする方針を立てております。 

 電子カルテの国内における導入状況は現状のところ、導入価格が高いなどの理由により全体として低調な状況と

なっております。今後は価格の低下などに加え、政府の電子カルテ普及促進などにより、電子カルテ市場は拡大し

ていくものと予測されますが、当社の予測に反して電子カルテ市場が拡大しなかった場合、あるいは予測以上に電

子カルテ市場の競争が激化した場合には、当社グループの事業計画および財政状態ならびに経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（２）法的規制 

当社は、現時点では、当社グループの事業を規制・制限する法的規制等は存在しないと考えておりますが、厚生

労働省は『厚生労働省の所管する法令に基づく民間事業者が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関

する省令』により、診療録等の電子媒体による保存について、その対象文書等を明らかにし、これに関する条件等

を以下のとおり明示しております。 

①見読性の確保 

必要に応じ電磁的記録に記録された事項を出力することにより、直ちに明瞭かつ整然とした形式で使用に係

る電子計算機その他の機器に表示し、および書面を作成できるようにすること。  

  ・情報の内容を必要に応じて肉眼で見読可能な状態に容易にできること。 

  ・情報の内容を必要に応じて直ちに書面で表示できること。 

②真正性の確保 

電磁的記録に記録された事項について、保存すべき期間中における当該事項の改変又は消去の事実の有無お

よびその内容を確認することができる措置を講じ、かつ、当該電磁的記録の作成に係る責任の所在を明らかに

していること。  

  ・故意または過失による虚偽入力、書換え、消去および混同を防止すること。 

  ・作成の責任の所在を明確にすること。 

③保存性の確保 

電磁的記録に記録された事項について、保存すべき期間中において復元可能な状態で保存することができる

措置を講じていること。 

今後の電子カルテ市場が本格的に活性化すれば、同業他社や他業種からの参入組等の多数の業者から電子カルテ

システムが販売されることが予想され、医療現場の混乱などを整理する目的で厚生労働省により上記の条件を骨子

とする電子カルテの「規格」に関する標準化などの法的規制が行われた場合、当社グループの既存システムの法規

制対応のための改良が必要となり、これに要するコストが生じ、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。 

（３）製品の欠陥・不具合 

医療の現場において、電子カルテを始めとする医療情報システムは医療業務推進のための基盤設備であり、患者

の生命・身体の安全に関する情報に直接的に関与するシステムであることから、稼動の安定性、処理の正確性、改

正医療法等への対応の正確性・迅速性、サポート活動の緊急対応性などへの配慮が不可欠であります。 

当社グループにおいては、これらのリスクを排除すべく開発においては製品に欠陥あるいは不具合が生じないよ

う細心の注意を図るとともに、サポートにおいては製品の欠陥あるいは不具合による影響を最小限に止めるよう迅

速な対応を図るための努力をしておりますが、予測しがたい製品欠陥や不具合等が生じ、これが原因で医療事故な

どが発生した場合、医療機関等から損害賠償請求を受け、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。 



６．受動的要因による開発環境等の変更について 

当社グループのソフトウェア事業では研究開発活動の一つとして、開発言語やOS（Operating System）等の開発

技術に関する調査研究を行っており、これら開発技術の将来的な動向や変化なども考慮して開発方針等を選択する

体制をとっております。 

現在採用している開発言語やOS等については、広く普及している一般的なものであることから、開発言語やOS等

に起因して、製品開発等に支障が生じたことはありません。。 

しかしながら、当社の想定に反して供給メーカー側の製造中止やメンテナンス中止などの事情によって、これら

を継続して使用することができなくなる場合には、以降の開発業務を継続するために、新たな開発言語やOSに変更

するための費用と開発作業が必要となることから、当社グループの開発計画および財政状態ならびに経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 

７．知的財産権について 

当社グループの知的財産権に対する取組み状況について、当社グループが開発したソフトウェアプログラムに関

しては、主要なソフトウェアプログラムについて財団法人ソフトウェア情報センターにプログラム著作権の登録を

しております。また、当社の社名およびロゴマークは商標権登録しております。これ以外の特許権、実用新案権な

どの知的財産権の出願・取得は行っておりません。 

当社グループは、管理本部を中心に顧問弁護士や弁理士などの外部専門家の協力を得ながら知的財産権に係る調

査を行うことによりリスクの管理を行ってきたことなどから、これまで第三者から知的財産権に関わる権利を侵害

したとの通知を受けたことがありません。 

 しかしながら、近年のソフトウェアに関する技術革新のスピードは加速的にその速度を増しており、当社のソフ

トウェアが第三者の知的財産権に抵触する可能性を的確・適切に判断できない場合も考えられます。 

 また、当社グループの事業領域において認識していない特許権などが成立している場合、当該第三者より損害賠

償の訴えおよび使用差止請求等の申立てを起こされる可能性があります。第三者の訴えが認められ、損害賠償義務

を負うこととなった場合、あるいはソフトウェアを使用することができなくなった場合には、当社グループの財政

状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

８．製品に関するクレーム等について 

（１）製品に関するクレーム 

当社グループは、当社グループが取扱う製品において、取引先などから訴訟を提起されたことはありません。当

社グループが企画開発・販売するソフトウェアや関連サービスについては、不具合を発生させないように、開発過

程と製品の完成時点において検査を行って品質管理に努めており、また、不具合が生じたとしても早期に発見し、

迅速に是正し、損害を最小限に抑える管理体制の整備に努めております。しかし、取引先に損害を与えかねない製

品の流出を完全に回避できる保証はなく、もし当社製品が取引先に損害を与えた場合は、当社グループの信用に影

響を及ぼし、さらには損害賠償請求を受け、その解決のために多大な費用と時間を要し、当社グループの財政状態

および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（２）情報管理 

当社グループのソフトウェア事業の性格上、当社従業員が顧客である福祉施設や医療機関等の保有する入所者や

患者の個人情報等を取り扱うこととなりますので、これらの情報が漏洩する危険性が考えられます。業務上、これ

らの情報を閲覧または一時的に顧客から借用して保持する必要性があることから、従業員の情報管理教育を行い、

顧客情報の取扱いに関する規程等により情報漏洩を未然に防ぐ措置を講じております。 

なお、当社は、新しいビジネスモデルであるASP方式によるサービス提供を平成17年８月から開始しております

が、当該サービスにおいては、顧客の情報がデータベースとして当社側に保存されることとなり、業務上もこれら

の情報にアクセス可能な環境となります。このため、前述の情報漏洩に対する既存の対策を強化するとともに、デ

ータベースへのアクセス履歴を記録するセキュリティーシステムの導入やASP運用部署の専用室を設け入退出をカ

ードキー管理する設備を設置するなどの措置を講じております。 

 また、コンプライアンス経営、リスクマネージメント経営を推進する一環として、「個人情報保護方針」を策定

し、全社員に徹底を図るほか当社ホームページにて社外にも表明しております。 

しかしながら、このような対策にもかかわらず、万一当社からの情報漏洩が発生した場合、当社が賠償責任を負

う可能性があることや、当社および当社の製品やサービスに対する社会的信用を失墜する可能性があり、当社グル

ープの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



９．人材の確保について 

当社グループは、優秀な人材の確保のため、管理本部と経営企画部が中心となり、意欲を高める評価制度の確

立、管理職のレベルアップおよびスペシャリストの育成などに取組んでおります。 

今後も、競合他社との競争が激化すると予想されますが、当社グループが業容を拡大していくためには、優秀な

人材を確保し、一人ひとりの能力と組織としての戦力の向上が必要と考えますが、人材の採用・育成が計画どおり

に進まなかった場合、今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、当社が営んでいるソフトウェア事業におけるシステム開発のための基礎研究開発

と新製品開発の二種類に大別されます。 

 当社の開発本部システム統括課が新技術の基礎研究開発を担当し、その他の開発部門が実製品への応用を担当して

おります。 

 また、組織の有機的活動をはかり、製品化における技術浸透の円滑化をはかるために必要に応じプロジェクトチー

ムを編成し開発活動を行っております。 

 当連結会計年度における研究開発活動につきましては、新システム開発のための調査、研究、既存のシステムの機

能追加による品質向上に取組んでまいりました。なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、356,128千円（売上

高比5.5％）であります。 

  部門別の研究開発活動は次のとおりであります。 

  システム統括課（開発本部） 

   主にハードウェア、ソフトウェア、データベース、ネットワーク、通信等の最新技術を活用する方法について研究

を行っております。 

  当連結会計年度の主な研究開発活動は次のとおりであります。 

  （1）新システム開発のための基礎研究 

  （2）ネットワーク関連技術およびセキュリティ関連技術の研究 

  開発本部 

   新技術の実製品への応用、諸制度改定や社会環境の変化に対応した改良、パッケージとして提供される製品の機能

で満足しきれない顧客への対応として、個別のカスタマイズ等を行っております。 

  当連結会計年度の主な研究開発活動は次のとおりであります。 

   福祉情報システム 

    新システム開発のための調査、研究や介護老人保健施設管理システムおよび在宅ケアマネジメント支援システム

などの介護保険法改正および機能追加のためのバージョンアップ。 

   医療情報システム 

    新システムの開発、電子カルテシステムERおよび医療事務管理システムの制度改正および機能追加のためのバー

ジョンアップ。病棟支援管理システムの開発。     



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

(1)重要な会計方針および見積 

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたって、期末日における資産・負債の報告金額および報告期間における収益・費用

の報告金額に影響する見積り、判断および仮定設定を行う必要があります。当社グループの重要な会計方針のうち、

判断、見積りに大きな影響を与えるものは次のとおりと考えております。 

①ソフトウェア 

当社グループのソフトウェア事業において、市場販売目的のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウ

ェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第12号）に基づき、販売開始後３年

以内の見込販売収益に基づく減価償却額と残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上して

おります。この減価償却額はソフトウェア償却費として売上原価に計上し、減価償却計算に際しては、減価償却期間

および当該期間における販売収益は見込数値となっております。 

減価償却期間は保守的に見積り、見込販売収益は中長期経営計画と整合性を持たせておりますが、減価償却期間と

実際の販売期間が対応しない場合には、売上高と売上原価の期間対応が図れない可能性があり、また、見込販売収益

と実際の売上高に乖離が生じた場合には、ソフトウェア償却費が過大もしくは過小となる可能性があり、売上総利益

を減少または増加させることになります。 

②貸倒引当金 

当社グループは、売上債権、貸付金等の回収不能時に発生する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を貸倒引当金として計

上しております。現在入手可能な情報に基づき、現在の貸倒引当金は充分であると考えておりますが、顧客および債

務者の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加の引当金が必要となる可能性があります。 

③繰延税金資産 

当社グループは、繰延税金資産について、将来の課税所得を中長期経営計画に基づき、慎重に検討しております

が、繰延税金資産の全部または一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った連結会計年度に繰延税金

資産の調整額を税金費用として計上いたします。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後回収出来ると

判断した場合は、繰延税金資産の調整により当該判断を行った連結会計年度に税金費用が減少し、当期純利益を増加

させることになります。 

④退職給付費用 

   当社グループは、従業員退職給付費用および債務を、数理計算上で設定される仮定に基づいて算出しております。

この計算の際に使用した仮定には、割引率、将来の給与水準、退職率、年金資産の期待運用収益率などが含まれま

す。これらの仮定と実際の結果との差額は累計し、将来の会計期間（10年）にわたって償却するため、将来の会計期

間において認識される費用および計上される債務に影響を及ぼします。算定にあたって用いた仮定は妥当なものと考

えておりますが、実際との差異または仮定自体の変動により、当社グループの退職給付費用および債務に影響を与え

る可能性があります。 



 (2)当連結会計年度の財政状態の分析 

  ①資産 

   当連結会計年度末における資産合計は、7,270,860千円（前期比42.6％増加）となり前連結会計年度末に比べ

2,172,709千円増加いたしました。 

   流動資産は、4,263,215千円（前期比23.5％増加）となりました。この増加の主な要因は、受取手形及び売掛金の

増加634,759千円、繰延税金資産の増加89,926千円、現金及び預金の増加50,751千円となったことによるものであり

ます。 

   固定資産は、3,007,645千円（前期比82.8％増加）となりました。この増加の主な要因は、当社の本社社屋の建設

およびこれに伴う土地の取得であり、土地が629,890千円、建設仮勘定が475,331千円それぞれ増加したことによるも

のであります。 

  ②負債 

   当連結会計年度末における負債合計は、4,610,461千円（前期比64.2％増加）となり前連結会計年度末に比べ

1,803,004千円増加いたしました。 

   流動負債は、2,784,668千円（前期比24.9％増加）となりました。この増加の主な要因は、買掛金が89,340千円減

少となったものの、未払法人税等の増加270,194千円、賞与引当金の増加128,060千円、未払金の増加127,145千円と

なったことによるものであります。 

   固定負債は、1,825,793千円（前期比215.6％増加）となりました。この増加の主な要因は、当社社屋建設資金調達

のための長期借入金の増加916,950千円によるものであります。 

③資本 

   当連結会計年度末における資本合計は、2,660,398千円（前期比16.1％増加）となりました。この増加の主な要因

は、ストックオプションの権利行使により資本金および資本剰余金がそれぞれ31,325千円増加したこと、また、当期

純利益437,496千円の計上によるものであります。 

(3)当連結会計年度の経営成績の分析 

  ①概況 

当連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の緩やかな増加や、企業収益の改善および設備投資の増加等、景

気回復傾向が続いております。 

当社グループでは、「よりよいシステム」、「よりよいサポート」、「利益体質の追求」を念頭に置いて事業運営

を行い、改正介護保険法の施行に向けて、体制の充実、迅速かつ確実な制度改正対応に全社一丸となって取組んでま

いりました。さらに、平成17年８月から開始したASP方式によるサービス提供を開始し、当社既存ユーザーを中心に

移行を推進してまいりました。また、「電子カルテシステムER」の商品力向上、組織力の強化と個人のスキルアップ

に努めて営業体制の整備に取組んでまいりました。 

 この結果、当連結会計年度においては、売上高は6,478,334千円（前期比17.9％増加）、経常利益は786,401千円

（前期比38.1％増加）、当期純利益は437,496千円（前期比27.6％増加）となりました。 

  ②売上高 

当連結会計年度の売上高は6,478,334千円（前期比17.9％増加）となりました。福祉情報システム事業におきまし

ては、「在宅ケアマネジメント支援システム」を主力システムとして、新規施設、他社ユーザーおよび居宅サービス

事業者などに対しての販売に注力するとともに、改正介護保険に対応した新たなシステムである「地域包括支援セン

ター支援システム」の販売を開始いたしました。また、販売代理店を活用した営業活動を推進した結果、ハードウエ

アなどの商品売上高については前期に比べ減少いたしましたが、製品売上高は前期に比べ増加いたしました。また、

顧客数の増加および改正介護保険法に対応したシステムの入替えにより顧客サービス売上の中心を占める保守売上の

増加が顕著でありました。 

医療情報システム事業におきましては、「電子カルテシステムER」の改訂版を平成18年１月に販売を開始し、ま

た、平成18年３月には看護部門向けシステムとして「病棟看護支援システム」の販売を開始するなど商品力向上に取

組んでまいりましたが、売上面では、十分な成果に結びつけることができませんでした。 

コンサルティング事業におきましては、平成17年度中に全市町村において改定が義務付けられていた「高齢者保健

福祉計画」、「介護保険事業計画」の策定に関する業務を中心に営業活動を展開してまいりました。 



③売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は売上高の増加に伴い、前期比19.5％増加し、3,657,680千円となりました。なお、売上総利益率は

43.5％となり、前連結会計年度に比べ0.8ポイント低下しております。 

販売費及び一般管理費は人件費および研究開発費の増加などにより、前期比9.8％増加し、2,024,018千円となりま

した。なお、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の総額は前期比73.1％増加し、356,128千円となり売上高

に対する比率は5.5％となりました。 

④営業利益 

当連結会計年度の営業利益は796,635千円（前期比34.7％増加）となり前連結会計年度に比べ205,422千円増加しま

した。その要因は、販売費及び一般管理費が増加しましたがそれを上回る売上高の増加となったことによるものであ

ります。 

⑤営業外損益 

営業外損益（純額）は、10,234千円の費用となり、前連結会計年度に比べ11,618千円減少となりました。この減少

は、営業外費用の減少が7,081千円となったことに加え、営業外収益が保険解約益のなどにより4,536千円増加となっ

たことによるものであります。 

⑥税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の575,583千円から199,305千円増加し、774,889千円（前期比34.6％

増加）となりました。 

⑦法人税等 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税負担率は43.5％となりました。 

⑧当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度の342,773千円から94,723千円増加し、437,496千円（前期比27.6％増加）となりま

した。また、1株当たり当期純利益金額は前連結会計年度の57,581.05円から11,403.43円と減少しましたが、その主

な要因は、平成17年５月20日に株式１株につき６株の株式分割を実施したことによるものであります。 

 (4)資本の財源および資金の流動性についての分析 

  ①キャッシュ・フロー 

キャッシュフローの状況については、「1 業績等の概要 (2)キャッシュフロー」に記載しております。 

  ②資金需要 

   当社グループは現在、運転資金および設備投資資金につきましては、内部資金または銀行借入により資金調達する

こととしております。当社グループの主要事業であるソフトウェア事業はシステムの企画から開発完了、また、販売

後の開発コストの回収までを考慮すると人件費を始めとする製品の開発費用が長期間に渡り継続的に必要となりま

す。これらに必要な資金は内部資金および銀行借入による長期資金で賄い、賞与や納税などの季節的要因などによる

一時的な資金需要は主に銀行借入による短期資金で賄っております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における有形固定資産の設備投資の総額は1,114百万円であります。その主なものは、当社の本社

社屋の建設およびこれに伴う土地の取得であり、その内容は次のとおりであります。 

 土   地           629百万円 

 建設仮勘定（建設中の本社社屋） 475百万円 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれて下りません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

     ３．リースによる主な賃借設備は次のとおりであります。 

 ４．本社および各事業所は全て賃借しております。 

(2)国内子会社 

   連結子会社である㈱ワイズマンコンサルティングにおいては、主要な設備がないため該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
(人)  建物及び

構築物 
土地 
(面積㎡) 

工具器具 
備品 

合計 

本社 

盛岡支店 

盛岡メディカル支店 

(岩手県盛岡市) 

ソフトウェア

事業 

パソコン・

サーバー・

プリンタ等 

－ 
－ 

( －）
9,334 9,334 

171 

[ 49] 

データウェア 

センター 

(東京都江戸川区)  

ソフトウェア

事業 
サーバー等 4,122 

－ 

( －）
89,588 93,711 

－ 

[ －] 

東京支店 

(東京都渋谷区) 

他19支店 

ソフトウェア

事業 

パソコン・

サーバー・

プリンタ等 

2,017 
－ 

( －）
3,468 5,486 

156 

[  8] 

新社屋建設地 

(岩手県盛岡市) 

ソフトウェア

事業 
土地 － 

629,890 

(2,997) 
－ 629,890 

－ 

[ －] 

計     6,140 
629,890 

(2,997) 
102,391 738,422 

327 

[ 57] 

名称 数量 リース期間 年間リース料(千円) 

建物内装等 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5年 2,420 

事務用機器 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5年 181,612 

ソフトウェア  

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 5年 85,726 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。なお、重要な設備の除却等の計画はありません。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増加能

力 総額 

(千円) 

既支払額 

(千円) 
着手 完了 

㈱ワイズマン 
岩手県 

盛岡市  

ソフトウェア

事業  
本社社屋  1,923,000 1,105,211 

自己資金

及び 

借入金  

平成17年 

８月  

平成18年  

５月  
― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．欠損てん補による取崩 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格  1,500,000円 

引受価額  1,402,500円 

発行価額   1,105,000円 

資本組入額  552,500円 

３．株式１株につき６株の株式分割を実施したことによる増加であります。 

４．新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 （注）「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000 

計 100,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,999 36,999 ジャスダック証券取引所 － 

計 36,999 36,999 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年６月27日 

(注)1 
－ 5,187.5 － 518,900 △420,810 － 

平成16年10月15日 

(注)2 
800 5,987.5 442,000 960,900 680,000 680,000 

平成17年５月20日 

(注)3 
29,937.5 35,925 － 960,900 － 680,000 

 平成17年４月1日～

平成18年３月31日 

(注)4 

1,074 36,999 31,325 992,225 31,325 711,325 

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 
  

金融機関 
  

証券会社 
  

その他の法
人 
  

外国法人等 
個人その他 

  
計 
  

個人以外 個人 

株主数（人） － 10 15 30 7 － 3,034 3,096 － 

所有株式数 

（株） 
－ 3,179 541 6,916 459 － 25,904 36,999 － 

所有株式数の

割合(％) 
－ 8.59 1.46 18.70 1.24 － 70.01 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株（議決権１個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

南舘伸和 岩手県二戸郡一戸町 8,164 22.06

有限会社サウス 岩手県盛岡市上ノ橋町5-10 6,000 16.21 

笠寺徹 岩手県二戸市 2,965 8.01 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8-11 979 2.64 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 797 2.15 

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内1丁目8-2 619 1.67 

株式会社北日本銀行 岩手県盛岡市中央通1丁目6-7 420 1.13 

資産管理サービス信託銀行 

株式会社（年金特金口） 
東京都中央区晴海1丁目8-12 412 1.11 

藤原毅夫 岡山県倉敷市 310 0.83 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町2丁目6-4 282 0.76 

計 － 20,948 56.61 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,999 36,999 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 36,999 － － 

総株主の議決権 － 36,999 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

  該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

  該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の1つとして認識しております。利益配分に関しましては、安定

した配当を行うことを基本としつつ、業績の状況、配当性向、内部留保の充実などの諸要素を勘案して決定し、積極

的に株主への利益還元に取組んでまいる方針であります。 

 平成18年３月期の利益配当金につきましては、普通配当2,000円、株主の皆様のご支援にお応えするため、特別配

当金2,000円を加え、合計4,000円といたしました。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、当社は平成16年10月18日付をもって同協会に株式を登録いたしま

したので、それ以前の株価については該当事項はありません。 

また、第23期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － 
※2,090,000 

□266,000 
529,000 

最低（円） － － － 
760,000 

□226,000 
192,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 210,000 228,000 275,000 338,000 312,000 269,000 

最低（円） 192,000 197,000 200,000 238,000 195,000 214,000 



５【役員の状況】 

 （注） 監査役 菅田正、佐藤誠司、鈴木康弘の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役社長 

（代表取締

役） 

  南舘 伸和 昭和25年２月19日生 

昭和58年６月 当社設立 

代表取締役社長(現任) 

平成８年４月 ㈱ワイズマンコンサルティング設立 

代表取締役社長 

平成11年４月 ㈱ワイズマンコンサルティング 

取締役 

平成16年８月 ㈱ワイズマンコンサルティング 

代表取締役社長(現任) 

8,164 

常務取締役 管理本部長  湯澤 一美 昭和33年３月18日生 

昭和55年４月 日産自動車㈱入社 

平成17年２月 当社入社 管理本部長付 

平成17年４月 管理本部長 

平成17年５月 ㈱ワイズマンコンサルティング 

  取締役(現任)  

平成17年６月 常務取締役管理本部長（現任）  

1 

取締役 
第二営業本

部長 
日野澤 英次 昭和30年７月９日生 

昭和59年９月 ㈱フローラ入社 

平成４年11月 当社入社 

平成８年７月 宇都宮支店長 

平成11年１月 営業企画部長 

平成11年４月 営業部長 

平成12年６月 取締役営業部長 

平成16年４月 取締役営業本部長 

平成17年４月 

平成18年４月 

取締役開発本部長 

取締役第二営業本部長（現任） 

62 

取締役 
第一営業本

部長 
伊藤 保 昭和42年７月29日生 

昭和61年４月 東芝自動機器保守㈱入社 

平成４年11月 当社入社 保健福祉部 計画課 

平成12年７月 開発部 開発管理課 課長 

平成13年４月 第一開発部 次長 

平成16年４月 開発本部長 

平成16年６月 取締役開発本部長 

平成17年４月 

平成18年４月 

取締役営業本部長 

取締役第一営業本部長（現任） 

75 

常勤監査役   菅田 正 昭和９年２月14日生 

昭和30年４月 二戸信用金庫入庫 

平成２年５月 同金庫専務理事代表理事 

平成12年１月 ㈱ワイズマンコンサルティング 

監査役(現任) 

平成12年３月 二戸信用金庫非常勤理事(現任) 

平成12年６月 当社監査役(現任) 

92 

監査役 非常勤 佐藤 誠司 昭和23年２月22日生 

昭和51年11月 佐藤誠司税理士事務所創業(現任) 

昭和62年２月 ㈱ザ会計事務所 

代表取締役(現任) 

平成12年６月 当社監査役(現任) 

1 

監査役  非常勤 鈴木 康弘 昭和22年１月５日生 

昭和45年４月 ㈱北日本銀行入行 

平成17年２月 北星商事㈱入社 

専務取締役(現任) 

平成17年６月 当社監査役(現任) 

1 

        計 8,396 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

    コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、株主、社員、顧客、取引先企業などの利害関係者にとって、さらには社会にとって好ましい存在とな

るために、経営意思決定の迅速化、経営の透明性、経営の公平性などのパフォーマンスを向上させ、時代が要請

する変化に的確に対応していくことを可能にする企業統治体制を構築してまいります。 

 この実現のために、 

  ① 経営陣相互の業務監視機能の強化 

  ② 監査役による取締役の業務執行監査および不正防止機能の強化 

  ③ 株主重視に立脚した取締役、監査役個々人の倫理観と経営責任意識のさらなる高揚 

 以上３点を重点方針として、コーポレート・ガバナンスの質を高める諸施策を推進してまいります。 

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

  ①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役会制度を採用しております。経営上の重要事項の決定機関である取締役会は、取締役４

名で構成され、取締役会規程に基づき、定時取締役会を月１回、臨時取締役会を必要に応じて随時開催し

ております。 

 監査役会は取締役職務の執行状況を監視する重要な機関であり、定例監査役会を月1回、臨時監査役会

を必要に応じて随時開催しております。 当社の監査役３名全員は、いずれも社外監査役であります。監

査役は、取締役会、経営会議、部門長会議に定例出席して必要な場合に意見を述べております。その他社

内会議や委員会等にも、経営活動のモニタリングを行う監査活動の一環として随時参加し意見を述べてお

ります。また、監査役は取締役会に出席し、必要ある時は意見を述べております。 

 なお、当社は相互監督機能および経営監視機能を強化する観点から、取締役会規程により取締役会の招

集請求権を代表取締役以外の取締役および監査役に与えております。また、経営意思決定の迅速化を図る

ため、取締役会で検討される事項以外の業務運営上の重要な事項について協議決定する会議体として、経

営会議を設置しております。定例経営会議を毎月２回、臨時経営会議を必要に応じて随時開催しておりま

す。経営会議は、代表取締役、常務取締役、取締役本部長および各部長で構成され、業務運営に関する重

要事項の協議決定、月次業務報告および月次予算実績分析の検討等を行っております。なお、監査役は、

経営会議に出席し、必要がある場合は意見を述べております。 

 さらに、本部長以上のメンバーで構成する経営会議（週次）を毎週１回開催しており、業務執行状況や

予算の進捗状況を確認し、問題発見とその解決のための適切な対処を適時に実施できる体制となっており

ます。 

   



   当社の内部管理体制に関する組織は次のとおりであります。 

  ②内部統制システムの整備状況 

 当社の内部統制の仕組として、社長直轄の内部監査室が独立して内部監査を担当し、年度計画に基づき  

社内各部門・支店の監査を実施しております。監査の結果は社長に報告され、社長は必要に応じて改善指

示書を被監査部門および関係部門の長に発行し、これに従い改善が行われております。また、内部監査の

実効性を高めるため、監査役および監査法人と適宜連携を図って内部監査を実施しております。また、コ

ンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制整備に関する基本的枠組、その方針および内容な

どについて審議決定し、コンプライアンス担当部門が実施します。 

  ③内部監査の状況 

 当連結会計年度の内部監査につきましては、内部監査室において本社部門２部門、営業支店４支店およ

び子会社に対して実施いたしました。内部監査においては内部牽制の有用性、社内規定等の運用状況およ

び業務運営状況などの検証を行いました。問題等が発見された場合は改善指示書を発行し、当該部門はこ

れに従い改善を行っております。なお、当社の内部監査部門の人員は１名でありますが、内部監査実施に

あたっては、総務部経理課など他部署と連携し実施しております。  



  ④会計監査の状況 

 当社の会計監査人である監査法人トーマツは、第三者の立場から財務諸表監査を実施し、当社は監査結

果の報告を受け、また意見交換や改善などの経営管理上の有用な提言を受けております。会計監査人は監

査役会に対し監査結果を報告するとともに、情報交換を行っております。 

 当期において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりで

あります。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

   橋本 俊光、谷藤 雅俊 

 監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ３名、会計士補 ２名、その他 ２名 

⑤会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外監査役である 菅 田   正 は、当社株式の0.25％を所有する株主であります。 

当社の社外監査役である 佐 藤 誠 司 は、当社株式の0.002％を所有する株主であります。また、税理

士でありますが、当社との取引関係はありません。 

当社の社外監査役である 鈴 木 康 弘 は、当社株式の0.002％を所有する株主であります。また、北星

商事株式会社の専務取締役であり、北星商事株式会社と当社との間には取引関係がありますが、通常の

商取引であります。  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、リスク管理統括責任者を管理本部に置き、リスク管理規程等に基づき、リスク管理体制の構

築および運用を行っております。また、取締役は各管轄部門に関するリスクの管理を行うものとし、必要

に応じてリスク管理の状況を取締役会に報告しております。 

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 当連結会計年度におきましては、当社においてコンプライアンス経営、リスクマネージメント経営を推

進する一環として、平成17年３月に「個人情報保護方針」を策定しおり、個人情報保護基本規程および関

連するマニュアルを引続き全社員に徹底を図り、また、情報セキュリティおよび個人情報保護に関する教

育をe-ラーニングを利用し知識を高め、個人情報保護のための全社的な取組みを行っております。また、

部門長会議などにおいて役職者に対し、コンプライアンスに関する研修などを行うなどにより、コンプラ

イアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識を醸成させております。 

(4) 役員報酬の内容 

   当社の取締役および監査役に対する報酬は次のとおりであります。 

    ・取締役に対する報酬 70,290千円 

   ・監査役に対する報酬 15,120千円 

(5) 監査報酬の内容 

       当社の監査法人トーマツに対する報酬は次のとおりであります。 

        ・公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 14,500千円 

  ・上記以外の業務に基づく報酬             1,000千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）および前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）ならびに当連結会計年度（平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで）および当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表およ

び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

  金額（千円） 
構成比 
（％） 

  金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金    1,475,344 1,526,095 

２．受取手形及び売掛金  1,742,273 2,377,033 

３．たな卸資産  56,226 72,668 

４．繰延税金資産  92,803 182,730 

５．その他  98,035 114,068 

貸倒引当金  △12,220 △9,380 

流動資産合計  3,452,463 67.7 4,263,215 58.6

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1)建物及び構築物   22,815 27,351   

減価償却累計額 9,469 13,346 21,210 6,140 

(2)工具器具備品  202,954 207,762   

減価償却累計額 43,906 159,047 105,231 102,531 

(3)土地 ※１   － 629,890 

(4)建設仮勘定  － 475,331 

有形固定資産合計  172,394 3.4 1,213,893 16.7

２．無形固定資産    

(1)ソフトウェア ※１  574,150 850,932 

(2)ソフトウェア仮勘定  222,708 163,269 

(3)その他  9,958 12,112 

無形固定資産合計  806,817 15.8 1,026,314 14.1

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券  72,073 94,065 

(2)繰延税金資産  321,376 463,780 

(3)その他  301,099 235,092 

貸倒引当金  △28,073 △25,500 

投資その他の資産合計  666,475 13.1 767,437 10.6

固定資産合計  1,645,687 32.3 3,007,645 41.4

資産合計  5,098,151 100.0 7,270,860 100.0 

     
 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

  金額（千円） 
構成比 
（％） 

  金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  347,356 258,016 

２．短期借入金    270,000 290,000 

３．1年内返済予定長期借
入金 

※１  231,870 283,050 

４．未払金  154,817 281,963 

５．未払法人税等  301,349 571,544 

６．未払費用  171,634 219,332 

７．前受収益  550,676 537,917 

８．賞与引当金  141,400 269,460 

９．その他  59,912 73,384 

流動負債合計  2,229,017 43.7 2,784,668 38.3

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１  468,300 1,385,250 

２．退職給付引当金  110,139 123,308 

３．長期前受収益  － 317,234 

固定負債合計  578,439 11.4 1,825,793 25.1

負債合計  2,807,456 55.1 4,610,461 63.4

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  960,900 18.9 992,225 13.6

Ⅱ 資本剰余金  680,000 13.3 711,325 9.8

Ⅲ 利益剰余金  648,384 12.7 943,261 13.0

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

 1,409 0.0 13,586 0.2

資本合計  2,290,694 44.9 2,660,398 36.6

負債・資本合計  5,098,151 100.0 7,270,860 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

  金額（千円） 
百分比 
（％） 

  金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   5,495,556 100.0 6,478,334 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,060,671 55.7 3,657,680 56.5

売上総利益   2,434,885 44.3 2,820,653 43.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1．2 1,843,672 33.5 2,024,018 31.2

営業利益   591,212 10.8 796,635 12.3

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息及び配当金   1,712 793   

２．賃貸収入   1,971 3,785   

３．保険解約益   － 7,307   

４．助成金収入   150 －   

５．その他   6,265 10,099 0.2 2,750 14,636 0.2

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   22,833 24,599   

２．新株発行費   9,119 －   

３．その他   － 31,952 0.6 271 24,870 0.4

経常利益   569,359 10.4 786,401 12.1

Ⅵ 特別利益     

  投資有価証券売却益   13,073 13,073 0.2 － － －

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産除却損 ※３ 346 31   

２．投資有価証券売却損   6,502 139   

３．臨時償却費 
 
※４ 
  

－ 6,849 0.1 11,339 11,511 0.1

税金等調整前当期純利益   575,583 10.5 774,889 12.0

法人税、住民税及び事業
税 

  403,181 577,977   

法人税等調整額   △170,371 232,810 4.3 △240,584 337,392 5.2

当期純利益   342,773 6.2 437,496 6.8

      



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

  金額（千円）   金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   －   680,000

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．ストックオプションの権
利行使による新株の発行 

  － 31,325 

２．増資による新株の発行   680,000 680,000 － 31,325

Ⅲ 資本剰余金期末残高   680,000   711,325

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   418,346   648,384

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 当期純利益   342,773 342,773 437,496 437,496

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   93,375 119,750 

２．役員賞与金   19,360 112,735 22,870 142,620

Ⅳ 利益剰余金期末残高   648,384   943,261

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

  金額（千円）   金額（千円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益  575,583 774,889

減価償却費  826,611 850,630

貸倒引当金の増減額(減少：△)  2,577 △5,413

賞与引当金の増減額(減少：△)  △23,500 128,060

退職給付引当金の増減額(減少：△)  12,234 13,169

受取利息及び受取配当金  △1,712 △793

支払利息  22,833 24,599

新株発行費  9,119 －

保険解約益  － △7,307

投資有価証券売却益  △13,073 －

投資有価証券売却損  6,502 139

固定資産除却損  346 31

売上債権の増減額(増加：△)  △623,945 △634,759

たな卸資産の増減額(増加：△)  △12,168 △16,441

その他資産の増減額(増加：△)  △5,255 △22,029

仕入債務の増減額(減少：△)  82,082 △89,340

未払金の増減額(減少：△)  － 127,145

未払費用の増減額(減少：△)  18,593 47,272

前受収益の増減額(減少：△)  72,059 304,475

未払消費税等の増減額(減少：△)  8,687 8,971

その他負債の増減額(減少：△)  66,358 1,657

役員賞与の支払額  △19,360 △22,870

小計  1,004,576 1,482,087

利息及び配当金の受取額  1,690 770

利息の支払額  △22,549 △25,030

法人税等の支払額  △272,376 △306,092

営業活動によるキャッシュ・フロー  711,340 1,151,735

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

  金額（千円）   金額（千円） 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △22,500 △5,400

定期預金の払戻による収入  39,000 57,000

担保に供している定期預金の減少額  100,054 －

有形固定資産の取得による支出  △182,079 △1,114,887

有形固定資産の売却による収入  1,700 －

無形固定資産の取得による支出  △748,124 △980,144

投資有価証券の取得による支出  △138,142 △5,996

投資有価証券の売却による収入  121,049 12,447

貸付金の回収による収入  7,680 －

保険積立金の解約による収入  － 33,144

その他  △37,315 △34,750

投資活動によるキャッシュ・フロー  △858,678 △2,038,586

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額(減少：△)  △90,000 20,000

長期借入れによる収入  － 1,200,000

長期借入金の返済による支出  △495,190 △231,870

株式の発行による収入  1,122,000 62,650

株式の発行による支出  △9,119 －

配当金の支払額  △93,375 △118,596

財務活動によるキャッシュ・フロー  434,316 932,183

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  286,978 45,332

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高  1,103,095 1,390,073

Ⅵ現金及び現金同等物の期末残高  1,390,073 1,435,406

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  １社 

連結子会社名 

株式会社ワイズマンコンサルティ

ング 

(1）連結子会社の数  １社 

同左 

  (2）非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

(2）非連結子会社の名称等 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 
同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 
同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ．たな卸資産 

ソフトウェア事業 

商品 

総平均法による原価法 

ロ．たな卸資産 

ソフトウェア事業 

商品 

同左 

  コンサルティング事業 

仕掛品 

個別法による原価法 

コンサルティング事業 

仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    10年～15年 

工具器具備品     ４年～15年 

イ．有形固定資産 

同左 

  ロ．無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

 販売開始後３年以内の見込販売収益

に基づく減価償却額と残存有効期間に

基づく均等配分額を比較し、いずれか

大きい額を計上しております。 

ロ．無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

－ 

  

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を見積計上しております。 

ロ．賞与引当金 

同左 

  ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定率法により、

翌連結会計年度より費用処理しており

ます。 

ハ．退職給付引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ．ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては、特例処理によっ

ております。 

 － 

  

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

  

  

  ハ．ヘッジ方針 

 社長の稟議決裁に基づき、ヘッジ対

象に係る金利変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

  

  

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の適用要件を満たしている

ため、有効性の評価は省略しておりま

す。 

  

  

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 株式会社ワイズマンコンサルティング

については発生時に一括償却しておりま

す。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ― （固定資産の減損に係る会計基準）  

   当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表関係）   ― 

「工具器具備品」は、前連結会計年度まで有形固定資産の

「その他」に表示しておりましたが、当連結会計年度にお

いて、金額の重要性が増したため区分掲記しております。

 なお、前連結会計年度末の「工具器具備品」は、14,961

千円（取得価額34,494千円、減価償却累計額19,533千円）

であります。 

  

 ― （連結損益計算書関係）  

   営業外収益の「助成金収入」は、前連結会計年度まで区

分掲記しておりましたが、金額の重要性が低いため、当連

結会計年度から営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。なお、当連結会計年度の「助成金収入」は288

千円であります。 

 ― （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増減額

（減少:△）」は、前連結会計年度まで「その他負債の増

減額（減少:△）」に含めておりましたが、金額の重要性

が増したため当連結会計年度から区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「その他負債の増減額（減少:

△）」に含まれている未払金の増減額は40,714千円であり

ます。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務 

 当社開発ソフトウェアにかかる著作権を担保（譲

渡担保）とした長期借入金80,800千円（うち１年内

返済予定長期借入金19,200千円）の融資を受けてお

ります。 

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務 

 なお、上記のほか当社開発ソフトウェアにかかる

著作権を担保（譲渡担保）とした長期借入金61,600

千円（うち１年内返済予定長期借入金19,200千円）

の融資を受けております。 

（担保に供している資産）    

土    地 629,890千円 

（上記に対する債務）    

 １年内返済予定長期借入金 93,300千円 

長期借入金 1,106,700  

計 1,200,000  

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式5,987.5株で

あります。 

  

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式36,999株であ

ります。 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 487,677千円

賞与引当金繰入額 49,404 

退職給付費用 17,306 

研究開発費 205,754 

貸倒引当金繰入額 5,404 

給与手当 530,119千円

賞与引当金繰入額 91,831 

退職給付費用 17,363 

研究開発費 356,128 

貸倒引当金繰入額 3,000 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

 205,754千円 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

 356,128千円 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 244千円 

工具器具備品 101 

計 346 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 31千円 

    

※４．         ― ※４．臨時償却費は、平成18年５月完成予定の当社新社

屋への移転に際して除却が予定されている有形固

定資産について実施したものであります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在）

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,475,344千円

預入期間が３か月を超える定期預

金 
△85,270 

現金及び現金同等物 1,390,073 

現金及び預金勘定    1,526,095千円

預入期間が３か月を超える定期預

金 
△90,688 

現金及び現金同等物 1,435,406 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物及び構築物 16,712 12,848 3,864

工具器具備品 371,846 224,975 146,871

ソフトウェア 100,139 7,416 92,723

合計 488,698 245,239 243,459

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物及び構築物 9,483 7,903 1,580

工具器具備品 828,207 289,711 538,496

ソフトウェア 564,976 89,763 475,213

合計 1,402,667 387,377 1,015,289

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

1年内 104,082千円

1年超 142,450 

合計 246,532 

1年内        281,945千円

1年超 740,612 

合計 1,022,557 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 116,104千円

減価償却費相当額 111,225 

支払利息相当額 3,822 

支払リース料        269,759千円

減価償却費相当額 259,610 

支払利息相当額 14,343 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
株式 44,195 49,113 4,918 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
株式 24,512 21,960 △2,552 

  合計 68,708 71,073 2,365 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

130,093 13,073 6,502 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 1,000 

  種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
株式 57,493 82,705 25,211 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
株式 12,774 10,360 △2,414 

  合計 70,268 93,065 22,796 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

4,340 － 139 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 1,000 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容 

 当社グループ（当社および連結子会社）でデリバティブ取引を利用しているのは当社のみであり、当社は

金利スワップ取引を利用しております。 

（２）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動リスクを軽減することを目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

（３）取引の利用目的 

 当社は、変動金利支払の長期借入金について、将来の金利変動リスクを軽減する目的で、金利スワップ取

引を利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を適用しております。 

①ヘッジ会計の手法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ロ．ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方針 

社長の稟議決裁に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

特例処理の適用要件を満たしているため有効性の評価は省略しております。 

（４）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、当社の

金利スワップ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほと

んどないと認識しております。 

（５）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の契約は、総務部で検討・起案され、社長の承認を得て実行しております。 

２．取引の時価等に関する事項 

      金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

     当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

      当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際し、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1) 退職給付債務 △266,296  千円 △298,801  千円 

(2) 年金資産 142,059 175,587 

(3) 未積立退職給付債務(1)+(2) △124,237 △123,214 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 － － 

(5) 未認識数理計算上の差異 14,098 △93 

(6) 未認識過去勤務債務 － － 

(7) 連結貸借対照表計上額純額 

(3)+(4)+(5)+(6) 
△110,139 △123,308 

(8) 前払年金費用 － － 

(9) 退職給付引当金(7)-(8) △110,139 △123,308 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用 40,146  千円     41,769  千円 

(1) 勤務費用 35,178 37,001 

(2) 利息費用 3,528 3,994 

(3) 期待運用収益 △1,821 △2,130 

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 － － 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 3,261 2,904 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2) 割引率 1.5％ 1.5％ 

(3) 期待運用収益率 1.5％ 1.5％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年 10年 

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 －  － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳 

    

繰延税金資産   

未払事業税 25,061千円

賞与引当金 57,125 

貸倒引当金 11,883 

ソフトウェア 278,828 

退職給付引当金 43,387 

その他 10,732 

繰延税金資産小計 427,018 

評価性引当額 △11,883 

繰延税金資産合計 415,135 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △955 

繰延税金負債合計 △955 

繰延税金資産の純額 414,179 

繰延税金資産   

未払事業税       42,186千円

賞与引当金 108,861 

貸倒引当金 8,892 

ソフトウェア 423,164 

退職給付引当金 49,708 

その他 31,798 

繰延税金資産小計 664,612 

評価性引当額 △8,892 

繰延税金資産合計 655,720 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △9,209 

繰延税金負債合計 △9,209 

繰延税金資産の純額 646,510 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産…繰延税金資産       92,803千円 

固定資産…繰延税金資産      321,376 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産…繰延税金資産       182,730千円 

固定資産…繰延税金資産      463,780 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の5以下であるた

め、記載を省略しております。  

法定実効税率 40.4％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 
0.3 

住民税均等割 2.2 

その他 0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月

１日 至 平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計に占めるソフトウェア事

業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月

１日 至 平成18年３月31日） 

     在外連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

  前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月

１日 至 平成18年３月31日） 

     海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

   該当事項はありません。 



（1株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであり

ます。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 378,759.78円 

１株当たり当期純利益金額 57,581.05円 

潜在株式調整後   

１株当たり当期純利益金額 56,268.45円 

１株当たり純資産額 71,363.38円 

１株当たり当期純利益金額        11,403.43円 

潜在株式調整後   

１株当たり当期純利益金額 11,214.22円 

  

  

 当社は、平成17年５月20日に１株につき６株の株式

分割を実施しております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報は、以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額         63,126.63円 

１株当たり当期純利益金額      9,596.84円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額      9,378.08円 

  

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額      

 当期純利益（千円） 342,773 437,496 

 普通株主に帰属しない金額（千円） 22,870 20,025 

 （うち利益処分による役員賞与金）（千円） (22,870) (20,025) 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 319,903 417,471 

 普通株式の期中平均株式数（株） 5,555.7 36,609.3 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

 当期純利益調整額（千円）  － － 

 普通株式増加数（株）  129.6 617.7 

 （うち新株予約権）（株）  (129.6) (617.7) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要  

－  － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１.株式の分割 

 平成17年２月22日開催の取締役会において、平成17年５

月20日付をもって普通株式１株を６株に分割することを決

議しております。  

 ① 分割により増加する株式数   

    普通株式   29,937.5株 

 ② 分割方法     

 平成17年３月31日最終の株主名簿および実質株主

名簿に記載または記録された株主、並びに端株原簿

に記載または記録された端株主の所有株式数を、１

株につき６株の割合をもって分割する。 

 ③ 配当起算日     

    平成17年４月１日   

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連

結会計年度における１株当たり情報および当期首に行われ

たと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

－ 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 

       29,432.28円 

１株当たり純資産額 

         63,126.63円

１株当たり当期純利益金額 

        13,969.74円 

１株当たり当期純利益金額

         9,596.84円

  潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

         9,378.08円

 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ２．重要な設備投資 

 当社は、平成17年６月15日開催の取締役会において、本

社社屋の建設およびこれに伴う土地を取得することを決議

しております。 

  ① 目的 

 当社の経営計画は、中長期的な業容拡大を見込ん

でおり、これに伴い人員も増加する計画でありま

す。現在、本社が入居しているビルは既に手狭とな

っていることから、翌期以降の業務運営に支障を来

すことが想定されるため、円滑な業務推進を目的と

して本社社屋を建設するものであります。  

 なお、現在本社が入居しているビル賃借料等の費

用および人員増加分を他所で新たに賃借する費用の

総計と本社社屋を建設した場合に要する総費用を比

較すれば、このまま賃借を続けるよりも本社社屋を

建設したほうが、向こう５年間で約１億５千万円の

費用が削減される試算結果となっております。 

  ② 設備投資の内容 

   建設地     岩手県盛岡市中川町35街区1－1区画 

   土地面積               2,996.86㎡ 

   建物延床面積             8,090.00㎡ 

   取得価額(土地代含む）       1,923百万円 

   設備の導入時期    土地取得時期 平成17年７月 

              建設着工時期 平成17年８月 

              竣工時期   平成18年５月 

 ③ 資金調達方法 

   自己資金および借入金  

－ 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

      該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末における利率および残高により算定した加重平均利率であります。 

２．長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 270,000 290,000 1.68 － 

1年以内に返済予定の長期借入金 231,870 283,050 1.70 － 

長期借入金（1年以内に返済予定

のものを除く。） 
468,300 1,385,250 1.55 平成19年～28年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 970,170 1,958,300 － － 

  
1年超2年以内 
（千円） 

2年超3年以内 
（千円） 

3年超4年以内 
（千円） 

4年超5年以内 
（千円） 

長期借入金 213,680 201,140 138,730 125,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   1,441,355 1,485,313 

２．受取手形   88,350 41,220 

３．売掛金   1,517,114 2,188,618 

４．商品   41,116 52,642 

５．貯蔵品   1,592 3,854 

６．前渡金   25,720 9,562 

７．前払費用   58,725 48,000 

８．繰延税金資産   88,608 177,939 

９．その他   12,437 55,039 

貸倒引当金   △11,400 △8,500 

流動資産合計   3,263,622 66.2 4,053,691 57.2

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

（１）建物   22,815 27,351   

減価償却累計額   9,469 13,346 21,210 6,140 

（２）工具器具備品   202,954 207,623   

減価償却累計額   43,906 159,047 105,231 102,391 

（３）土地 ※１  － 629,890 

（４）建設仮勘定   － 475,331 

有形固定資産合計   172,394 3.5 1,213,753 17.1

２．無形固定資産     

（１）ソフトウェア ※１ 573,889 848,578 

（２）ソフトウェア仮勘定   222,708 163,269 

（３）電話加入権   9,547 9,547 

（４）その他   － 2,154 

無形固定資産合計   806,145 16.3 1,023,550 14.5

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産     

（１）投資有価証券   72,073 94,065 

（２）関係会社株式   30,000 30,000 

（３）出資金   155 55 

（４）破産更生債権等   28,073 25,500 

（５）長期前払費用   73,646 60,926 

（６）繰延税金資産   319,602 461,905 

（７）長期性預金   52,800 － 

（８）敷金保証金   119,942 118,596 

（９）保険積立金   19,395 24,176 

貸倒引当金   △28,073 △25,500 

投資その他の資産合計   687,614 14.0 789,724 11.2

固定資産合計   1,666,154 33.8 3,027,028 42.8

資産合計   4,929,777 100.0 7,080,719 100.0 

      
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金   347,356 258,016 

２．短期借入金   200,000 200,000 

３．1年内返済予定長期借入金 ※１ 229,830 281,180 

４．未払金   154,817 283,116 

５．未払法人税等   292,000 566,050 

６．未払消費税等   36,581 44,971 

７．未払費用   137,595 186,471 

８．前受金   7,661 15,205 

９．預り金   8,630 8,457 

10．前受収益   550,676 537,917 

11．賞与引当金   134,000 259,960 

流動負債合計   2,099,149 42.6 2,641,345 37.3

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 ※１ 466,430 1,385,250 

２．退職給付引当金   105,436 118,400 

３．長期前受収益   － 317,234 

固定負債合計   571,866 11.6 1,820,885 25.7

負債合計   2,671,015 54.2 4,462,231 63.0

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※２ 960,900 19.5 992,225 14.0

Ⅱ 資本剰余金     

   資本準備金    680,000 711,325   

  資本剰余金合計    680,000 13.8 711,325 10.1

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金    12,000 12,000   

２．任意積立金     

    別途積立金    150,000 300,000   

３．当期未処分利益   454,452 589,350   

利益剰余金合計   616,452 12.5 901,350 12.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,409 0.0 13,586 0.2

資本合計   2,258,762 45.8 2,618,488 37.0

負債・資本合計   4,929,777 100.0 7,080,719 100.0 

      



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
百分比 
（％） 

 金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

 １．製品売上高  1,762,061 2,072,956   

 ２．顧客サービス売上高  2,195,962 3,039,070   

 ３．商品売上高  1,362,407 5,320,432 100.0 1,166,222 6,278,249 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．製品売上原価  758,882 747,874   

２．顧客サービス売上原価  1,080,543 1,833,124   

３．商品売上原価  1,117,897 2,957,323 55.6 960,678 3,541,676 56.4

売上総利益  2,363,109 44.4 2,736,573 43.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2 1,796,801 33.8 1,966,206 31.3

営業利益  566,307 10.6 770,366 12.3

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息及び配当金 ※３ 4,643 5,792   

２．保険金収入  958 －   

３．賃貸収入  1,971 3,785   

４．保険解約益  － 7,307   

５．助成金収入  150 －   

６．経営指導料 ※３ 6,000 1,000   

７．その他  4,784 18,508 0.4 2,449 20,335 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  21,960 23,645   

２．新株発行費  9,119 －   

３．その他  － 31,079 0.6 271 23,916 0.4

経常利益  553,735 10.4 766,785 12.2

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
百分比 
（％） 

 金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

  投資有価証券売却益  13,073 13,073 0.2 － － －

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※４ 244 31   

２．投資有価証券売却損  6,502 139   

３．臨時償却費 ※５ － 6,747 0.1 11,339 11,511 0.2

税引前当期純利益  560,061 10.5 755,273 12.0

法人税、住民税及び事業
税 

 393,488 567,643   

法人税等調整額  △167,843 225,644 4.2 △239,888 327,755 5.2

当期純利益  334,417 6.3 427,518 6.8

前期繰越利益  120,035 161,832 

当期未処分利益  454,452 589,350 

     



売上原価明細書 

製品売上原価明細 

 （脚注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ労務費  411,241 40.4 598,940 42.7

Ⅱ経費 ※2 607,086 59.6 804,838 57.3

当期総開発費用  1,018,327 100.0 1,403,779 100.0 

 他勘定振替高 ※3 1,018,327 1,403,779 

ソフトウェア償却費  758,882 747,874 

製品売上原価  758,882 747,874 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．原価計算の方法 １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 個別原価計算を採用しております。 

※２．経費の主な内訳 ※２．経費の主な内訳 

外注委託費 443,923千円

地代家賃 53,470 

リース料 37,665 

外注委託費 625,528千円

地代家賃 60,419 

リース料 41,244 

※３．他勘定振替高の内訳 ※３．他勘定振替高の内訳 

販売費及び一般管理費 286,342千円

ソフトウェア仮勘定 731,985 

計 1,018,327 

販売費及び一般管理費 431,456千円

ソフトウェア仮勘定 972,323 

計 1,403,779 



顧客サービス売上原価明細 

（脚注） 

商品売上原価明細 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ労務費  584,134 54.1 828,479 45.2

Ⅱ経費 ※1 496,409 45.9 1,004,644 54.8

顧客サービス売上原価  1,080,543 100.0 1,833,124 100.0 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．経費の主な内訳 ※１．経費の主な内訳 

地代家賃 110,746千円

リース料 83,691 

旅費交通費 59,843 

リース料 260,304千円

支払手数料 166,025 

地代家賃 134,158 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分  金額（千円） 
構成比 
（％） 

 金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ期首商品棚卸高 34,083 2.9 41,116 4.1

Ⅱ当期商品仕入高 1,124,930 97.1 972,204 95.9

計 1,159,014 100.0 1,013,321 100.0 

Ⅲ期末商品棚卸高 41,116 52,642 

商品売上原価 1,117,897 960,678 

    



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年６月28日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  454,452   589,350 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  119,750 147,996 

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与） 

 
22,870 
(1,720) 

20,025 
(1,720) 

３．任意積立金 
別途積立金 

 
150,000 292,620 － 168,021 

Ⅲ 次期繰越利益  161,832   421,329 

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2）その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

同左 

  ロ．時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ロ．時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 総平均法による原価法 

(1）商品 

同左 

  (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物         10年～15年 

工具器具備品     ４年～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

イ．市場販売目的のソフトウェア 

 販売開始後３年以内の見込販売収

益に基づく減価償却額と残存有効期

間に基づく均等配分額を比較し、い

ずれか大きい額を計上しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

イ．市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  ロ．自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。 

ロ．自社利用のソフトウェア 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法  新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

－ 

  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期負担額を

見積計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定率法により、

翌事業年度より費用処理しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては、特例処理によっ

ております。 

－ 

  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ロ．ヘッジ対象・・・借入金 

  

  

  (3）ヘッジ方針 

 社長の稟議決裁に基づき、ヘッジ対

象に係る金利変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしております。 

  

  

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の適用要件を満たしている

ため、有効性の評価は省略しておりま

す。 

  

  

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

－  （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 － 

  

（損益計算書関係） 

 営業外収益の「保険金収入」および「助成金収入」

は、前事業年度まで区分掲記しておりましたが、金額の

重要性が低いため、当事業年度から営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。なお、当事業年度の

「保険金収入」は34千円、「助成金収入」は288千円であ

ります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務 

 当社開発ソフトウェアにかかる著作権を担保（譲

渡担保）とした長期借入金80,800千円（うち１年内

返済予定長期借入金19,200千円）の融資を受けてお

ります。 

※１．担保に供している資産およびこれに対応する債務 

 なお、上記のほか当社開発ソフトウェアにかかる

著作権を担保（譲渡担保）とした長期借入金61,600

千円（うち１年内返済予定長期借入金19,200千円）

の融資を受けております。 

（担保に供している資産）    

土    地 629,890千円 

（上記に対する債務）    

 １年内返済予定長期借入金 93,300千円 

長期借入金 1,106,700  

計 1,200,000  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式  20,000株

発行済株式の総数 普通株式 5,987.5株

授権株式数 普通株式  100,000株

発行済株式の総数 普通株式  36,999株

 ３．平成14年６月27日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。 

 ３．          － 

資本準備金 420,810千円

利益準備金 14,200 

計 435,010 

   

    

    

 ４．商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額

資産の時価評価により増加した純資産額  

1,409千円  

 ４．商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額

資産の時価評価により増加した純資産額  

     13,586千円  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のおおよその割合は次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のおおよその割合は次のと

おりであります。 

販売費 58％ 

一般管理費 42％ 

販売費 55％ 

一般管理費 45％ 

 なお、主要な費目および金額は次のとおりであり

ます。 

 なお、主要な費目および金額は次のとおりであり

ます。 

役員報酬 80,398千円

給与手当 468,778 

賞与 99,929 

賞与引当金繰入額 46,452 

退職給付費用  16,484 

法定福利費  79,999 

地代家賃 113,335 

リース料 84,000 

研究開発費 205,223 

減価償却費 25,900 

貸倒引当金繰入額 5,143 

役員報酬 85,410千円

給与手当 507,601 

賞与 51,153 

賞与引当金繰入額 87,972 

退職給付費用  16,498 

法定福利費  85,028 

地代家賃 120,450 

リース料 59,519 

研究開発費 355,753 

減価償却費 4,418 

貸倒引当金繰入額 2,940 

※２．研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は205,223

千円であります。 

※２．研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は355,753

千円であります。 

※３．関係会社に係る営業外収益は次のとおりでありま

す。 

※３．関係会社に係る営業外収益は次のとおりでありま

す。 

受取配当金 3,000千円

経営指導料 6,000 

受取配当金 5,000千円

経営指導料 1,000 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 244千円 工具器具備品 31千円

※５．       ────── ※５．臨時償却費は、平成18年５月完成予定の当社新社

屋への移転に際して除却が予定されている有形固

定資産について実施したものであります。 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物 16,712 12,848 3,864

工具器具備品 371,846 224,975 146,871

ソフトウェア 100,139 7,416 92,723

合計 488,698 245,239 243,459

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物 9,483 7,903 1,580

工具器具備品 828,207 289,711 538,496

ソフトウェア 564,976 89,763 475,213

合計 1,402,667 387,377 1,015,289

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

1年内 104,082千円

1年超 142,450 

合計 246,532 

1年内 281,945千円

1年超 740,612 

合計 1,022,557 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 116,104千円

減価償却費相当額 111,225 

支払利息相当額 3,822 

支払リース料 269,759千円

減価償却費相当額 259,610 

支払利息相当額 14,343 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当事業年度（自 平成17年４月１日 至 

平成18年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

    

繰延税金資産   

未払事業税 24,209千円

賞与引当金 54,136 

貸倒引当金 11,883 

ソフトウェア 278,828 

退職給付引当金 41,613 

その他 10,379 

繰延税金資産小計 421,050 

評価性引当額 △11,883 

繰延税金資産合計 409,166 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △955 

繰延税金負債合計 △955 

繰延税金資産の純額 408,210 

繰延税金資産   

未払事業税 41,692千円

賞与引当金 105,023 

貸倒引当金 8,892 

ソフトウェア 423,164 

退職給付引当金 47,833 

その他 31,339 

繰延税金資産小計 657,947 

評価性引当額 △8,892 

繰延税金資産合計 649,054 

繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △9,209 

繰延税金負債合計 △9,209 

繰延税金資産の純額 639,844 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の5以下であるた

め、記載を省略しております。 

  

法定実効税率 40.4％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 
0.3 

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
△0.3 

住民税均等割 2.3 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4 



（1株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであり

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 373,426.67円 

１株当たり当期純利益金額 56,077.00円 

潜在株式調整後    

１株当たり当期純利益金額 54,798.69円 

１株当たり純資産額 70,230.34円 

１株当たり当期純利益金額 11,130.86円 

潜在株式調整後    

１株当たり当期純利益金額 10,946.17円 

  

  

 当社は、平成17年５月20日に１株につき６株の株式

分割を実施しております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報は、以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額         62,237.78円 

１株当たり当期純利益金額      9,346.17円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額      9,133.12円 

  

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円） 334,417 427,518 

 普通株主に帰属しない金額（千円） 22,870 20,025 

 （うち利益処分による役員賞与金）（千円） (22,870) (20,025) 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 311,547 407,493 

 普通株式の期中平均株式数（株） 5,555.7 36,609.3 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 129.6 617.7 

 （うち新株予約権） (129.6) (617.7) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．株式の分割 

 平成17年２月22日開催の取締役会において、平成17年５

月20日付をもって普通株式１株を６株に分割することを決

議しております。  

 ① 分割により増加する株式数   

    普通株式   29,937.5株 

 ② 分割方法     

 平成17年３月31日最終の株主名簿および実質株主

名簿に記載または記録された株主、並びに端株原簿

に記載または記録された端株主の所有株式数を、１

株につき６株の割合をもって分割する。 

 ③ 配当起算日     

    平成17年４月１日   

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報および当期首に行われたと

仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

 － 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

       28,674.82円 

１株当たり純資産額 

         62,237.78円

１株当たり当期純利益金額 

       14,092.30円 

１株当たり当期純利益金額

        9,346.17円

  潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

        9,133.12円

    

    

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．重要な設備投資 

 当社は、平成17年６月15日開催の取締役会において、本

社社屋の建設およびこれに伴う土地を取得することを決議

しております。 

  ① 目的 

 当社の経営計画は、中長期的な業容拡大を見込ん

でおり、これに伴い人員も増加する計画でありま

す。現在、本社が入居しているビルは既に手狭とな

っていることから、翌期以降の業務運営に支障を来

すことが想定されるため、円滑な業務推進を目的と

して本社社屋を建設するものであります。  

 なお、現在本社が入居しているビル賃借料等の費

用および人員増加分を他所で新たに賃借する費用の

総計と本社社屋を建設した場合に要する総費用を比

較すれば、このまま賃借を続けるよりも本社社屋を

建設したほうが、向こう５年間で約１億５千万円の

費用が削減される試算結果となっております。 

  ② 設備投資の内容 

    建設地   岩手県盛岡市中川町35街区1－1区画

    土地面積             2,996.86㎡

    建物延床面積           8,090.00㎡

    取得価額（土地代含む）      1,923百万円

    設備の導入時期  土地取得時期 平成17年７月

             建設着工時期 平成17年８月

             竣工時期   平成18年５月

   ③ 資金調達方法 

     自己資金および借入金  

 － 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄   株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱北日本銀行 7,837 51,881 

日本高純度化学㈱ 12 10,332 

信越化学工業㈱  1,000 6,390 

㈱インデックス  20 4,960 

㈱ＳＡＮＫＹＯ  600 4,860 

㈱東北銀行 12,593 4,281 

トレンドマイクロ㈱  1,000 4,130 

富士ソフトエービーシ㈱  1,000 3,500 

㈱ニチイ学館  1,000 2,730 

その他１銘柄 20 1,000 

計 25,082 94,065 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 22,815 4,535 － 27,351 21,210 11,741 6,140 

工具器具備品 202,954 4,897 228 207,623 105,231 61,521 102,391 

土地 － 629,890 － 629,890 － － 629,890 

建設仮勘定 － 475,331 － 475,331 － － 475,331 

 有形固定資産計 225,770 1,114,654 228 1,340,196 126,442 73,263 1,213,753 

無形固定資産               

ソフトウェア 1,402,041 1,035,162 913,484 1,523,719 675,140 760,472 848,578 

ソフトウェア仮勘定 222,708 972,323 1,031,762 163,269 － － 163,269 

電話加入権 9,547 － － 9,547 － － 9,547 

水道施設利用権 － 2,154 － 2,154 － － 2,154 

 無形固定資産計 1,634,297 2,009,640 1,945,247 1,698,690 675,140 760,472 1,023,550 

長期前払費用 80,865 22,148 30,961 72,053 11,126 9,973 60,926 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

土地        本社社屋建設用土地の取得 629,890千円

建設仮勘定     建設中の本社社屋 475,331千円

ソフトウェア    ソフトウェア仮勘定からの振替高   

          （市場販売目的のソフトウェア） 1,031,762千円

ソフトウェア仮勘定 市場販売目的のソフトウェアの製作費 972,323千円

ソフトウェア    市場販売目的のソフトウェアの償却終了による減少 822,960千円

          自社利用のソフトウェアの償却終了による減少 90,524千円

ソフトウェア仮勘定 ソフトウェアへの振替高（市場販売目的のソフトウェア） 1,031,762千円



【資本金等明細表】 

 （注）1．資本金および資本準備金の当期増加額ならびに普通株式の当期増加のうち1,074株は、新株予約権の行使によ

るものであります。 

2．普通株式の当期増加のうち29,937.5株は、平成17年５月20日に１株につき６株の割合で株式分割を行ったこ

とによるものであります。 

3．別途積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち、12千円は回収による取崩額であり、11,400千円は一般債権の

貸倒実績率洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）        (注)1 960,900 31,325 － 992,225 

資本金のう

ち既発行株

式 

普通株式        (注)1,2 （株） (  5,987.5) （ 31,011.5) (       －) (    36,999) 

普通株式        (注)1,2 （千円） 960,900 31,325 － 992,225 

計 （株） (  5,987.5) （ 31,011.5) (       －) (    36,999) 

計 （千円） 960,900 31,325 － 992,225 

資本準備金

及びその他

資本剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 (注)1 （千円） 680,000 31,325 － 711,325 

計 （千円） 680,000 31,325 － 711,325 

利益準備金

及び任意積

立金 

（利益準備金） （千円） 12,000 － － 12,000 

（任意積立金）       

  別途積立金    (注)3 （千円） 150,000 150,000 － 300,000 

計 （千円） 162,000 150,000 － 312,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 39,473 14,352 8,413 11,412 34,000 

賞与引当金 134,000 259,960 134,000 － 259,960 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

（イ）現金及び預金 

（ロ）受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 2,363 

預金   

当座預金 110 

普通預金 

別段預金 

1,176,255 

1,153 

定期預金 305,431 

小計 1,482,950 

合計 1,485,313 

相手先 金額（千円） 

㈱愛進堂 7,249 

トラス（有） 6,690 

㈱金入 4,076 

㈱アステム 3,465 

三好メディカル㈱ 3,326 

その他 16,411 

合計 41,220 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 12,732 

    ５月 9,154 

    ６月 12,083 

    ７月  7,249 

合計 41,220 



（ハ）売掛金 

相手先別内訳 

 （注）キャノン販売株式会社は、平成18年４月１日をもって社名をキャノンマーケティングジャパン株式会社に変更

しております。 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

（ニ）商品 

（ホ）貯蔵品 

  ② 固定資産  

    繰延税金資産 

    繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で639,844千円であり、その内容については「２財務諸表等

（１）財務諸表 注記事項（税効果会計関係）」に記載しております。 

相手先 金額（千円） 

㈱リコー 215,528 

キャノン販売㈱ 146,481 

関彰商事㈱ 76,225 

㈱大塚商会 54,952 

日立キャピタル㈱ 49,969 

その他 1,645,461 

合計 2,188,618 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,517,114 6,592,162 5,920,658 2,188,618 73.0 102.6 

品目 金額（千円） 

情報処理機器 31,916 

外製ソフト 18,517 

専用帳票 2,209 

合計 52,642 

品目 金額（千円） 

製品リーフレット他 3,854 

合計 3,854 



  ③ 流動負債 

（イ）買掛金 

  （ロ）未払法人税等 

  （ハ）前受収益 

相手先 金額（千円） 

㈱大塚商会 149,939 

ソフトバンクＢＢ㈱ 26,919 

ダイワボウ情報システム㈱ 15,982 

キャノンシステムアンドサポート㈱ 13,534 

東北リコー㈱ 6,980 

その他 44,659 

合計 258,016 

区分 金額（千円） 

未払法人税 377,522 

未払住民税 85,072 

未払事業税 103,454 

合計 566,050 

区分 金額（千円） 

保守契約料 537,917 

合計 537,917 



  ④ 固定負債 

 長期借入金 

（注）（ ）内の金額は内数で、1年以内に返済予定の金額であり、貸借対照表では流動負債の「1年内返済予定長期借入

金」として表示しております。 

(3）【その他】 

   該当事項はありません。 

借入先 金額（千円） 

㈱北日本銀行 
766,020 (109,520) 

日本政策投資銀行 
361,600 ( 35,500) 

㈱みずほ銀行 
350,000 ( 77,000) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
100,000 (    － ) 

二戸信用金庫 
45,410 ( 15,760) 

㈱岩手銀行 
30,000 ( 30,000) 

商工組合中央金庫 
13,400 ( 13,400) 

合計 1,666,430 (281,180) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりませんので、端株原簿は作成しており

ません。なお、会社法の施行に伴い、平成18年６月28日開催の定時株主総会の決議により端株制度を廃止して

おります。 

   ２．会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月 中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1株券・10株券・100株券・1,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

1単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書およびその添付書類 

 平成17年６月28日東北財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年６月30日東北財務局長に提出。 

 平成17年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。  

(3）半期報告書 

 （第24期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日東北財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書

  平成１７年６月２８日

株式会社ワイズマン   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 菅 博雄   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 谷藤 雅俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ワイズマンの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ワイズマン及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年６月１５日開催の取締役会において、本社社屋の建設及び

これに伴う土地を取得することを決議している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書

  平成１８年６月２８日

株式会社ワイズマン   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 橋本 俊光  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 谷藤 雅俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ワイズマンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ワイズマン及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書

  平成１７年６月２８日

株式会社ワイズマン   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 菅 博雄   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 谷藤 雅俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ワイズマンの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ワイズマンの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年６月１５日開催の取締役会において、本社社屋の建設及び

これに伴う土地を取得することを決議している。   

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書

  平成１８年６月２８日

株式会社ワイズマン   

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 橋本 俊光  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 谷藤 雅俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ワイズマンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ワイズマンの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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